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プラットフォームサービスに係る利用者情報の取扱いに関する 

ワーキンググループ（第７回） 

令和３年11月２日 

 

 

【宍戸主査】  ただいまから「プラットフォームサービスに関する研究会 プラットフ

ォームサービスに係る利用者情報の取扱いに関するワーキンググループ」第７回会合を開

催させていただきます。 

 本日も皆様お忙しいところをお集まりいただき、ありがとうございます。 

 本日の会議につきましても、なお新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、構成員

及び傍聴はウェブ会議システムによって実施させていただいております。 

 事務局よりウェブ開催に関する注意事項について御案内がございますので、よろしくお

願いいたします。 

【丸山消費者行政第二課課長補佐】  事務局の消費者行政第二課の丸山でございます。

ウェブ開催に関する注意事項を幾つか御案内させていただきます。 

 まず、本日の会合の傍聴者につきましては、ウェブ会議システムによる音声及び資料投

影のみでの傍聴とさせていただいております。事務局において、傍聴者は発言ができない

設定とさせていただいておりますので、音声設定を変更しないようお願いいたします。 

 次に、構成員の方々におかれましては、ハウリングや雑音混入防止のため、発言時以外

はマイクをミュートにして、映像もオフにしていただきますようお願いいたします。 

 御発言を希望される際には、事前にチャット欄に発言したい旨を書き込んでいただくよ

うお願いいたします。それを見て、主査から発言者を指名いただく方式で進めさせていた

だきます。 

 発言する際には、マイクをオンにして、映像もオンにして御発言ください。発言が終わ

りましたら、いずれもオフに戻してください。接続に不具合がある場合は、速やかに再接

続を試していただくようお願いいたします。 

 そのほか、チャット機能で随時事務局や主査宛てに連絡をいただければ、対応させてい

ただきます。 

 本日の資料は、本体資料が資料１から資料５まで、参考資料が１から２までとなります。

資料２の日本インタラクティブ広告協会の資料は、一部構成員限りの情報が含まれており
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ます。構成員の皆様には別途、構成員限り資料を御用意しております。 

 注意事項は以上となります。 

 なお、本日、板倉構成員、新保構成員は御欠席となります。また、山本主査代理は10時

40分頃までの御参加となります。 

 それでは、これ以降の議事進行は宍戸主査にお願いしたいと存じます。宍戸主査、よろ

しくお願いします。 

【宍戸主査】  承知しました。それでは議事に入らせていただきます。 

 本日は、まず資料１に基づき事務局から、今後の検討の進め方（案）について御説明を

いただき、質疑応答を行います。次に、資料２に基づき日本インタラクティブ広告協会様

から、インターネット広告における利用者情報の取扱いに関する動向及び今後の取組につ

いて御発表をいただき、質疑応答を行います。続いて、資料３に基づきインティメート・

マージャー様から、資料４に基づきLiveRamp Japan社様から、それぞれ利用者情報の取扱

いについて御発表いただき、質疑応答を行います。 

 次に、資料５に基づき事務局から、電気通信事業における個人情報保護に関するガイド

ライン（以下「電気通信事業ガイドライン」という。）の改正骨子（案）について御説明

をいただき、質疑応答を行います。最後に全体を通した意見交換を行います。本日も御覧

のとおり議事盛りだくさんでございますので、円滑な議事進行に御協力をいただければと

思います。 

 それではまず事務局から、資料１「今後の検討の進め方（案）について」でございます

が、御説明をお願いいたします。 

【小川消費者行政第二課長】  事務局の消費者行政第二課の小川でございます。資料１

を御覧いただければと思います。ページをおめくりいただきまして、先ほど宍戸座長から

おっしゃっていただきましたように、本日11月２日でございますが、事業者団体である日

本インタラクティブ広告協会様からのヒアリング、それから事業者ヒアリングとして、株

式会社インティメート・マージャー、LiveRamp Japan株式会社様からヒアリングをした上

で、電気通信事業ガイドラインの改正骨子（案）について、御説明をさせていただく予定

でございます。 

 全体の流れとして、これまで本ワーキンググループにおいて御議論いただきました中間

取りまとめについて、親会でお諮りをした上で、７月からパブコメにかけまして、令和３

年９月14日に中間取りまとめとして発表しております。今後については、この中間取りま
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とめを踏まえて検討を進めていくということになります。11月２日については先ほど申し

上げたとおりでございまして、12月につきましても、引き続き事業者団体、事業者などか

らのヒアリングなどについて検討しております。 

 また、本日御議論いただきました電気通信事業ガイドラインの改正骨子（案）を踏まえ

まして、電気通信事業ガイドラインの改正（案）について、12月にはお示しをさせていた

だいて、そこで御議論いただいた結果なども踏まえまして、その後、電気通信事業ガイド

ラインの改正（案）についてはパブリックコメントにも付す方向で検討しております。ま

た、今後の論点についても、12月にも御議論いただければと思っております。 

 また、令和４年２月、３月につきましても、海外動向に係る議論や、事業者、事業者団

体のヒアリングなども進めてまいりたいと考えております。令和４年２月については、パ

ブリックコメントの結果を踏まえまして、電気通信事業ガイドラインの改正（案）につい

て、御報告をしていければと思っております。 

 また、令和４年４月でございますが、今回御議論いただく改正電気通信事業ガイドライ

ンが施行されるという予定になりますので、この内容も踏まえ、事業者団体、事業者から

のモニタリングを行い、技術動向などについても御議論いただいた上で、今後の論点につ

いても議論を深めていければと考えております。 

 予定といたしましては、令和４年５月、６月に向けて、とりまとめの骨子、またとりま

とめについて御議論を進めていっていただければ大変幸いでございます。以上でございま

す。 

【宍戸主査】  ありがとうございました。ただいまの事務局からの御説明につきまして、

質問やコメントがあれば、チャット欄で私にお知らせいただきたいと思います。今後の進

め方ということにつきましては、こちらでよろしいでしょうか。 

 重要なタスクが非常に多くあるということで、主査としては気が重いですが、こちらで

よろしいということであれば、また、後ほど議論の内容に関連して、進め方についても併

せて御意見をいただければと思います。 

 それでは、次のアジェンダに移らせていただきます。 

 資料２「インターネット広告における利用者情報の取扱いに関する動向及び今後の取り

組み」について、一般社団法人日本インタラクティブ広告協会の柳田様から御発表をいた

だきたいと思います。御発表は15分程度でお願いします。 

【柳田氏】  日本インタラクティブ広告協会（JIAA）事務局の柳田と申します。 
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 それでは、御説明をさせていただきます。当協会はインターネット広告、デジタル広告

とも言いますけれども、その事業者団体で、媒体社、プラットフォーム事業者、広告会社

など約270社を会員としております。利用者情報の適正な取扱いに関する業界ルールにつ

いては、2000年の８月に、プライバシーポリシーガイドラインの検討を始めてから現在ま

で、継続して取組を推進しております。 

 その取組の内容については、今年３月の第１回会合で御説明させていただきました。そ

の際、ビジネス環境については現在大きな転換期にあると申し上げました。本日は、その

後の取組と課題・方向性について御説明します。それから、新たなソリューションの概

要・留意点ですが、御承知のとおりグローバルでは、欧州のデータ法や各国の競争法など

の関連法の動きや、OSやブラウザの技術仕様の動向を踏まえ、企業が適正にデータを利用

するための新たなソリューションが開発され、利用されつつあります。このような動きは、

関係者による標準化の協調した動きと同時に、各社間の競争の部分もあります。そのため、

一例の概要や、国内で導入する際の留意点の御紹介にとどまりますが、検討の御参考にな

ればと存じます。そして、最後にまとめとして、現状と今後の取組を御説明いたします。 

 まず、「ルール整備」については、第１回会合の際に、改正個人情報保護法を踏まえた

業界ルールの見直し、それから新たなインターネット広告関連サービスへのガイドライン

の適用の２点を取組として挙げました。業界ルールの検討に当たっては、法的又は社会通

念上若しくはビジネス上の倫理などの原則に照らして、ルールの改善を繰り返すことが必

要です。後ほど御説明する新たなソリューションについても、この基本的な考えを基に評

価を行い、業界ルールの整備に取り組んでおります。 

 改正個人情報保護法を踏まえた業界ルールの見直しについては、特に改正法では、「提

供先で個人データとなることが想定される情報の第三者提供」についての同意取得が新た

な規律となります。その際の本人からの同意の取得方法、それから、インターネット広告

では媒体社、つまりサイトやアプリの運営者が、第三者の広告事業者のタグやSDKを設置

した上で、広告事業者が直接データを取得して広告配信に利用するということを行ってい

ますが、そのような場合における同意の取得主体の在り方が見直しのポイントの一つです。 

 また、提供先において個人データとして取得されることが想定される場合に該当するか

どうかの判断と類型に係る整理も見直しのポイントです。こちらについては、媒体社、プ

ラットフォームサービス事業者、広告配信事業者、広告会社、さらには広告主といった全

ての広告関係者が、どのようなデータをどのように取り扱っているのかという各サービス
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の実態把握も必要です。 

 ９月に個人情報保護委員会からQ&Aが公表されましたので、勉強会を重ねながら、改正

法における個人関連情報の第三者提供の同意取得や確認記録義務などの新たなルールを踏

まえて、具体的な検討を行っているところです。 

 次に、「周知啓発」の取組ですが、業界自主ルールの会員社への徹底と業界内外への啓

発の拡大と、ユーザーへの分かりやすい情報提示などビジネス実態に即した取組の強化を

挙げております。当協会では、業界自主ルールとして、プライバシーポリシーガイドライ

ンと行動ターゲティング広告ガイドラインを定めております。会員社に対しては遵守を求

めるものとなっており、必要に応じてモニタリングを行います。また、会員社以外の企業、

例えば広告主、それから社会一般に対しても、このような業界ルールへの理解を広げてい

くことも必要だと考えております。 

 一方、ユーザーへの分かりやすい情報提示については、事業者がプライバシーポリシー

などの情報提供を行っていても、それをユーザーに読んで理解していただくこと自体のハ

ードルが高いということがあります。また、ユーザーとの接点のない広告事業者の場合に、

接点となる媒体上で情報を提示する必要がありますが、同意の取得にしても、オプトアウ

トの提供にしても、認知と理解がなければ十分ではありません。さらにはサードパーティ

ークッキーの制限によって、オプトアウトについては、これまでどおりのクッキーを利用

した仕組みでは提供することができなくなります。どのような工夫が必要かについて検討

もしてまいりますし、何らか有効な対応策があれば御支援もいただきたいところです。 

 続いて、「技術動向」については、業界連携による広告エコシステムの仕組みと健全性

を維持・担保する取組の推進が急務となっています。データの活用例として、プラットフ

ォームサービスでのターゲティング広告が取り上げられることが多いですが、様々なサー

ビスがあり、また利用ニーズがある中で、少なくとも広告領域でのデータ利用については、

ユーザーの関与を可能にしてプライバシーに配慮すること、その上で広告主のマーケティ

ング目標に応じた広告施策を可能にすること、それによって届いた広告をユーザーに受け

入れていただくことが必要です。それらを実現するために、後ほど御説明する、新たなソ

リューションの開発が進められています。 

 技術動向の影響ということでは、既に、広告市場はブラウザや端末識別IDの制限に大き

く影響を受けています。識別IDや識別情報は、フリークエンシーコントロール、広告主へ

のレポーティング、広告効果測定、アドフラウドなどの不正対策、それからデバイスや通
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信環境など、ユーザー側の環境に合わせた表示の最適化といったことにも利用している広

告ビジネスの根幹に関わる仕組みです。このようなターゲティングとは異なる計測やトラ

ッキングのニーズに対しても影響が及んでいる状況です。 

 そのような状況において進んでいるのが、トラッキング制限に伴う代替IDソリューショ

ンの模索とユーザーの同意とコントロールを前提としたファーストパーティーデータの利

用です。また、ユーザーデータを利用しない広告配信、例えばコンテンツターゲティング

あるいはコンテキストターゲティングといった従来型の手法にも再び関心が集まっている

現状があります。 

 まず、ファーストパーティーデータの利用に関する新たなソリューションの一つとして、

データクリーンルームと称されるサービスがあります。近年、個人に関する情報を有する

サービス利用者、広告主などと、サービスを利用するサービス提供者、プラットフォーム

サービス事業者などが双方のデータを突合して、広告施策を実施するサービスが提供され

始めました。このようなサービスはデータクリーンルームと称されることがありますが、

扱われる個人に関するデータや、広告施策の内容、サービス利用者に戻される施策結果の

内容などは個々のサービスにより異なります。 

 代表的なサービスとしては、サービス提供者であるプラットフォームのシステム内に設

けられたサービス利用者専用の領域に、サービス利用者保有のデータをアップロードし、

サービス提供者保有のデータを突合し、サービス利用者の広告施策実施に必要な情報を作

成するというものが挙げられます。 

 システム内の環境では、技術的な安全策として、１点目「サービス利用者のデータにサ

ービス提供者はアクセスすることができない」、２点目「サービス利用者は突合されるサ

ービス提供者の個人データを利用することができない」、３点目「サービス利用者が得ら

れる突合の結果は統計情報であり個人データを紐付けることができない」、さらには「そ

の統計情報も一定の数以上にならないと結果として提供されない」、といった設計となっ

ています。 

 留意点としては、まず、サービス利用者専用の作業領域（いわゆるクリーンルーム）を、

この図では四角で囲んだ領域ですけれども、サービス利用者とサービス提供者のどちらが

責任を持つ領域とするかによって、データの提供元、提供先の関係が変わることです。ま

た、いずれかにおいて、個人データとして取り扱うこととなる場合は、第三者提供の同意

取得や確認記録義務など適法に行う必要があり、サービスに利用するデータの再確認や取
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扱い実態の整理が求められます。 

 次に、ポストクッキーソリューションの一つである、共通IDソリューションです。広告

エコシステムでは、広告の売手と買手の条件でマッチングして、自動的に売買するプログ

ラマティック取引が主流となっています。取引の際には、事業者間での識別IDの受渡しが

必要となります。ユーザーを識別し、計測やトラッキング、ターゲティングを行う必要が

あることから、海外では消費者への透明性とコントロールの確保に配慮した広告用の共通

IDソリューションの取組が進められてきました。 

 米国業界横断イニシアチブ「Partnership for Responsible Addressable Media（PRAM）」

と、その技術ワーキンググループであるIAB/IAB Tech Labの「Project Rearc」が推進する

共通IDソリューション「Unified ID 2.0（UID2）」がその一つです。PRAMには、米国の

AAAA（アメリカ広告業協会）、ANA（全米広告主協会）、IAB/IAB Tech Lab、NAI、加えて

WFA（世界広告主連盟）が参加しています。 

 The Trade Desk社の開発したUnified IDを基に設計・実装が進行しており、テスト中と

のことで、ソースコードをオープンソースとして公開しています。今後、管理を独立組織

に移管する計画と聞いています。 

 このUnified ID 2.0の特徴は、１点目「ユーザーの事前同意（オプトイン）前提」、２

点目「特定企業に依存しない独立運営」、３点目「メールアドレスを基にした共通ID」、

４点目「クッキーに依存しない」、５点目「一度のオプトアウトで全ての利用が停止され

る」、といった仕組みとなっています。 

 留意点としては、次のとおりです。まず、Unified ID 2.0は米国を中心に進められてい

るプロジェクトです。The Trade Desk社をはじめ日本国内でも事業を行っている企業が複

数参加しています。それらの企業のパートナーである国内事業者が導入する、あるいは国

内事業者が枠組みに参加するということも考えられます。そのような場合には、その可能

性や利点の評価とともに、技術面や運営面での必要な対応を検討することが求められます。

また、国内においても、ユーザーへの事前同意（オプトイン）や、関与の機会の提供（オ

プトアウト）が適切に行われる必要はあります。 

 なお、当協会JIAAは、IABグローバルネットワークにおいてはIAB Japanでもありますが、

このプロジェクトには正式に参画はしておりません。 

 Unified ID 2.0については、Project Rearc、PRAM、それからGitHubで公開されているド

キュメントとリンクを掲載していますので、詳しくはそちらを御参照ください。 
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 資料では御参考として、GitHubで公開されているオープンソースのドキュメントから、

先ほど簡単に御紹介した特徴に関して、Unified ID 2.0の原則、独立した機関であるとい

う運営組織の構成、また、UID2とUID2 Tokenの技術仕様の特徴、Unified ID 2.0ワークフ

ローの概要を載せておりますので、御参照ください。 

 最後にまとめとして、「現状と今後の取り組み」についてです。インターネット広告で

のデータの利用については、ユーザーの同意とコントロールを前提としたファーストパー

ティーデータ活用の流れにあります。その一つが海外で検討されている共通IDソリューシ

ョン、もう一つが国内で利用が進み始めているデータクリーンルームソリューションです。 

 共通IDソリューションについては、IDによるデータの識別は行動ターゲティングやプロ

ファイリングといった利用のためだけではなく、単純なインターネット広告の取引の仕組

みにも必要な技術です。また、データクリーンルームソリューションは、メガプラットフ

ォームがウォールドガーデンと称されていることへの解決策の一つとして提供されている

ものでもあります。いずれも利用者の事前同意が前提となっていますので、必要な同意取

得やユーザーに対する透明性とコントロールの分かりやすい提供がより重要となります。 

 インターネット利用者の安心・安全のために、広告主やプラットフォーム事業者を含め、

広告関係者が法令等を十分に理解し、業界ルールを整備・適用して、適法かつ適正にデー

タを取り扱わなければならないと認識しています。そのために現在、業界として、次の活

動を推進しているところです。１つ目は、改正個人情報保護法のガイドラインやQ&Aを踏

まえ、実際の主要サービスでの取扱いの実態と考え方を確認し、インターネット広告サー

ビスにおける個人に関する情報の取扱いに関し、実務上の主要なポイントを整理した解説

資料を作成することです。11月から来年４月にかけて、作成次第、順次周知していく予定

です。 

 ２つ目は、広告用識別子に関する国内外の動向を注視しながら、グローバルで進むポス

トクッキーソリューションに関する正しい情報と認識を整理し、ユーザーへの啓発も視野

に、トラッキングのオプトインにおいてユーザーへの適切な説明の在り方を検討すること

です。以上で御説明を終わります。 

【宍戸主査】  柳田さん、ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの日本インタラクティブ広告協会様からの御発表について、質問や

コメントがあれば、チャット欄で私にお知らせいただければと思います。それでは、まず

佐藤先生、お願いいたします。 
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【佐藤構成員】  佐藤でございます。御説明ありがとうございます。それで、幾つかコ

メントと質問がございます。 

 まずは、ネット広告はなかなか仕組みが分からないことが、消費者の不安の元になって

いるところがあり、そこを解説していただけるということは非常に重要なことだと思って

おりますので、よろしくお願いしますというコメントとなります。 

 それから、質問ですけれども、８ページのところでございます。ファーストパーティー

データの利用としてデータグリーンルームの御説明をされていたわけですが、データクリ

ーンルームというのは、例えば２つの事業者において、サービス利用者が保有するデータ

を、そのサービス提供者に第三者提供して、何らかの分析をして返すというモデルなわけ

ですけども、確かにデータの流れは一方向になりますが、サービス提供者とサービス利用

者の立場というのは入れ替わることができるため、結局のところ入れ替わってしまって、

さらに過去において逆方向で受領したデータを使うと、かなり高精度な、個人データを渡

す行為に近いような状況になってしまうと考えています。 

 今回の業界団体の取組としては、一方向にきちんと限定される形を想定されているのか、

というよりも、そのように想定しないと、あまり実質的な効果が出てこないという実情が

ありますので、当然されていると思うのですが、その取組についてお教えください。また、

途中でサービス提供者からサービス利用者に返す結果は、統計的なデータであるというこ

とで、おそらくサービス利用者から受領したデータというのは一人一人が区別できるデー

タで、それを分析して、何かグループに分けて、そのグループが一定人数以上だと返すと

いう仕組みだと理解をしているのですが、その人数というのを「一定数」という言い方を

されていましたが、何人ぐらいかということをまずお教えください。 

 それから、もう一つの質問としてはUnified IDに関してです。結局のところ、クッキー

の場合にはウェブブラウザ単位でIDがついていたわけですが、Unified IDに関して言うと、

メールアドレスから変換するので、ユーザー単位でIDがつけられてしまい、確かに事業者

から見ると、非常に正確な分析はできるかもしれませんが、消費者の視点から見ると、ク

ッキー以上に正確かつ容易に捕捉されてしまうという実情がございますので、その点につ

いても何らかの補完をされているところと思っておりますので、そちらについても御説明

をお願いします。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。非常に多く御質問、御意見の希望がありますの

で、申し訳ありませんが、一回構成員から全てまとめて受けて、そして柳田さんにおかれ
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ましては、関連するものをまとめてお答えいただければと思います。 

 それでは、続きまして寺田構成員、お願いします。 

【寺田構成員】  よろしくお願いします。似たような論点でもあるのですが、データク

リーンルームに関してです。これは様々なモデルを作ることができるため、それに応じて

考え方というのは変わってくるとは思っています。ただ一般的に、いずれの形においても

個人情報の第三者提供というのは起こるため、その点は注意が必要かと思っています。 

 特に気にしているのが、モデルの作り方にもよりけりですが、プラットフォームごと、

パブリッシャーごとに広告を作り分けて展開すると、どのプラットフォームからやってき

たのかというのが分かってしまったりだとか、プラットフォーム側でも、データには触ら

ないという話にはなっていますが、現実的には、広告主との間でデータの分析等を行うこ

ととなると、プラットフォーム側でも、どの広告主のデータを取得するのかというのが分

かってしまうというところがあり、この辺りの整理というのは丁寧にしていただく必要が

あるのだろうと思っています。 

 その上で、第三者提供なのか、委託なのかというところも関係すると思いますが、何ら

かの形でのデータクリーンルームに関してのガイドラインが必要ではないかと思っていま

す。そのようなガイドラインの策定は考えていらっしゃいますか。また、これをユーザー

に説明をするというのは非常に難しいところ、何らかの対応というのは考えていらっしゃ

るのかについてお聞きしたいと思っています。 

 もう一点だけ、グローバルで色々なことが動いている部分に関して、日本の業界として

は、それらにならっていくような方向性を考えていらっしゃるのかどうかをお聞きしたい

と思っています。特に、トランスペアレンシーのフレームワークであったりとか、CMPで

あったりとか、このようなものを広めようと考えていらっしゃるのか。それとも、時期尚

早と考えていらっしゃるのか。以上２点になります。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。それでは、次に古谷構成員、お願いいたします。 

【古谷構成員】  ありがとうございます。私からは、業界連携による広告エコシステム

の仕組みについてお尋ねしたいと思います。御説明の中で、ユーザーの関与を可能にする

という話がありましたが、その方法について、どのようなものかというところを１点お伺

いしたいと思います。 

 ２点目はユーザーの関与の内容についてお伺いしたいと思います。例えばその前に説明

があった、ユーザーへの分かりやすい情報提供という話がありましたが、「分かりやすい」
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というのは、なかなか簡単なようで難しく、単に理解できるという観点だけではなく、消

費者がきちんと判断できる、選択できるという観点であるとか、場合によって不利益を受

けないという観点であるとか、その前提の透明性の観点であるとか、非常に重要な内容が

絡むと思いますので、その内容について教えていただければと思います。以上です。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。次に小林構成員、お願いします。 

【小林構成員】  ありがとうございます。寺田構成員とほとんど意見が重なっているの

で、繰返しにならないように手短に申し上げます。データクリーンルームについて、こち

らはサービス利用者とサービス提供者のどちらが責任を持つ領域となるかについて入れ替

わるというところが、とても分かりづらく、運用の仕方によってはリスクをはらむと考え

ています。 

 基本的には、プラットフォームでサービス利用者に対して領域をお貸しし、そこをサー

ビス利用者が取り扱うということでしょうが、実際にその中でデータハンドリングする者

というのは、サービス利用者から指示を受けたプラットフォームサービス事業者であると

いうことが実態としてあり得ると思います。そのため、この点については、寺田構成員も

おっしゃっていたように、具体的なガイドラインをしっかり作っていただいて、どちらが

責任を持つのか、誰がデータを実際にハンドリングするのかといったところはしっかり議

論いただくことが重要と思います。 

 また、これまでメガプラットフォームサービス事業者が壁の中で行ってきたものを、デ

ジタル広告の事業者側に引き寄せる大切な取組だと思いますので、ここはぜひ透明性を高

く、分かりやすく、公明正大な形で実施いただけるようなルールを作っていただければと

思います。以上でございます。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。太田構成員からも御質問があるのですけれども、

チャット欄で御記入されましたので、議事録に残す関係上、私のほうで簡単に代読させて

いただきます。 

 JIAA様への御期待、これを冒頭述べられた上で、質問ということでございます。「例え

ばカスタマーマッチやFacebookカスタムオーディエンス等を利用する際に広告主がGoogle

やFacebookに個人データをアップロードする場合、第三者提供なのか、委託なのか、JIAA

様ではどのように整理されていますか。また、Google Ads DataHubに広告主が、Googleや

Facebookに個人データをアップロードする場合、どのように整理されていますか。また、

GoogleやFacebookは外国にある第三者であるという観点から、整理やガイダンスの準備な



 －12－ 

どを行っていますか。また、Unified ID 2.0は、主にメールアドレスをキーに突合してい

く仕組みだと考えられますが、第三者等が利用する場合、個人データの第三者提供として

整理されているのでしょうか。その場合、第三者提供記録は代替事業者及びUnified ID 

2.0の管理責任事業者が作成するような取組になるのでしょうか。」とのことです。 

 以上が、太田構成員がチャット欄で御記入された質問です。 

 最後の御意見、御質問でありますが、森構成員、お願いいたします。 

【森構成員】  ありがとうございます。御説明ありがとうございました。取組がよく理

解できました。 

 私もUnified ID 2.0に関することですが、10ページで、「一度のオプトアウトですべて

の利用が停止される」という御説明がありましたけれども、既に共有されている事業者側

にあるIDについては、それをどうやって利用を停止するのでしょうか。集中管理によって

実現するということですが、例えば、他のIDとのシンク等が起こると、その後も利用でき

てしまうのではないかと思います。当該仕組みについて教えていただければと思います。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。太田委員から追加で、「Unified IDについて、

管理を独立組織に移管する計画と記載がありましたが、その組織はどのような参加者が参

加する組織になり、どのようなガバナンス体制になるのでしょうか。Unified ID 2.0でオ

プトアウトを集中管理する役割を担っていることもあり、どのように確実性を担保するの

か気になっています。」と、森先生と同じような問題意識からの御質問がございました。 

 以上、６人の構成員から御質問がございましたが、整理して、お答えいただければと思

います。よろしくお願いいたします。 

【柳田氏】  私だけではとても受け切れない御質問をいただきましたので、本日、JIAA

のプロジェクトフェローの宮一も参加しており、技術的な質問については宮一からも回答

させていただければと思います。 

 最初に、データクリーンルームサービスについて御質問があったかと思いますが、サー

ビス提供者とサービス利用者の関係性が一方向という整理ではなく、双方向となった場合

には、何らか問題が生じるのではないかというような点について御説明いたしますと、

「クリーンルームが、サービス提供者又はサービス利用者どちら領域になるのか」は、各

プラットフォームサービス事業者がどのように位置づけるかということにかかっています。 

 その点については、現在JIAAと各プラットフォームサービス事業者において対話の上、

整理しているところです。改正法においてのデータの取扱いや、プラットフォームサービ
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ス事業者でどのような同意取得をしているのか、することができるのかについて。それか

らそのサービス自体の仕組みについて。それらを総合して、プラットフォームサービス事

業者で判断していくということがありますので、その辺りを整理するということに着手し

ているというような状況でございます。 

 統計的データが提供されるということに関しては、それも各プラットフォームサービス

事業者において異なっており、例えば50や100というような数に達しない限りは、そのデ

ータを提供しないというようなことを、各社の技術的に仕組みとして持っているというこ

とになります。この辺りは宮一さんから答えをお願いできますか。 

【宮一氏】  宮一でございます。柳田さんがお話しされたのとおおむね同じでございま

す。Google Ads DataHub、あるいはGoogleやFacebookは、その領域をどのように取りあう

かについて、各社で現在検討中とされており、その整理をもって、対応することになると

思います。また、各社の対応もそれぞれ違うことが想定されるため、最終的に広告主は、

利用するサービスごとにどのような整理になっているのかを確認した上で、必要な同意等

を取るということが求められるのではないかと考えております。以上です。 

【柳田氏】  ありがとうございます。それから、データクリーンルームの関連の質問で

お答えします。一般的に、第三者提供に当たるのではないかということで、そのモデルの

作り方によっては、プラットフォームに提供されている、あるいはアップロードされてい

るデータがどのようなデータであるかということが分かってしまうのではないかという話

がありましたけれども、クリーンルーム内のデータに関しては、サービス提供者は触るこ

とができないという仕組みになっているということです。そのため、突合に関するクリー

ンルーム内での取扱いというのは、技術的に手当てがなされているというような設計にな

っているサービスが、今の代表的なものと聞いております。つまり、安全な設計というこ

とで行われていると聞いております。 

 それから、第三者提供か委託かというような御指摘がありますが、委託では整理ができ

ないことがあるのではないかと考えております。あくまでも第三者提供という整理を前提

として、取り扱う情報が個人情報、個人データ、個人関連情報のいずれに該当するのかに

ついては各事業者又は利用する事業者によっても異なってくるというところがあるため、

その辺りも含めて、我々で整理をしながら、ガイドラインや解説資料について、詳細に検

討して作成していきたいと考えております。 

 このことについて、宮一さん、補足はありますか。 
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【宮一氏】  大丈夫です。 

【柳田氏】  それから、データクリーンルームの件で言いますと、提供元、提供先が入

れ替わることによってリスクをはらむのではないかという御指摘がありましたが、先ほど

申し上げたとおり、「クラウド的に、そのサービス提供者が、広告主などのサービス利用

者にその領域を貸している」というクラウド的なサービスと整理するのか、それとも、

「広告主などがプラットフォームサービス事業者にデータを第三者提供する」というよう

に整理するのかについては、プラットフォームごとに整理をしなければならないと考えて

おります。 

 宮一が申し上げましたとおり、プラットフォームごとに異なる可能性もあるというとこ

ろで、今後しっかり確認していく必要があるところとなっております。そのため、ガイド

ラインや解説資料を作成し、広告主も含め、きちんと周知ができるようにしていきたいと

思っております。 

 それから、御意見でいただきましたとおり、ウォールドガーデンということが、メガプ

ラットフォームに関しては指摘されますので、このようなプラットフォームに集積されて

いるデータが安全・安心に利用できるという仕組みを構築していくことで、広く、事業者

にとっても、またそのサービスを享受するユーザーにとっても、安心・安全で便利なもの

になるように業界としては考えていきたいと思っております。 

 それから、カスタムオーディエンスという個別のサービスについて御質問がありました

が、個別事業者のサービスを詳しく現時点で理解しているわけではないため、はっきりと

したことは申し上げられません。しかし、カスタムオーディエンスと、新たなソリューシ

ョンとしてお話をしているデータクリーンルームサービスは、少し性質の異なるものと理

解をしております。 

 それから、Ads DataHubに関しては、データクリーンサービスに該当するのではないかと

考えておりまして、これに関して、先ほど申し上げたとおり、利用者がデータを提供する

ものであるのか、それともプラットフォームサービス事業者側がデータを提供するもので

あるのかといった、提供先・提供元の関係というものを、今後整理していく必要があると

考えております。データクリーンルームに関しては、このような御質問と回答でよろしい

でしょうか。 

 それでは、Unified ID 2.0についてですが、ここは技術的なところですので、宮一から

も回答させていただきたいと思います。 
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 まず、ブラウザ単位で行われていたクッキーとは違って、メールアドレスを利用すると

いうことに関しては、クッキー以上に非常にセンシティブであり、注意して取り扱わなけ

ればいけないのではないかといったこと。それから、それ自体が第三者提供に該当すると

いう整理をしているのかどうかといったようなことが御質問としてあったかと思います。

宮一さん、回答をお願いできますか。 

【宮一氏】  承知しました。まず、ユーザー単位にどのように集約するというところで

御指摘のようなリスクがあるだろうということ、あるいは消費者の心配があるだろうとい

うことは、そのとおりかと思います。ただ一方で、オプトアウトが全て１か所で提供され

るような仕組みとなっており、サードパーティークッキーの場合ですと、事業者ごとにオ

プトアウトしなければいけないものが一括でできるようになっていること、あるいは、そ

もそもとして、オプトインしてログインはしない限りは、UID2が利用できないというふう

に整理されていることから、バランスはある程度取れているのではないかと考えてはおり

ます。 

 ただ、この情報が第三者提供に当たるのか、あるいはそのUID2自体が個人情報に当たる

のかどうか、個人関連情報なのかといったところについては、今後も検討していかないと

いけないと思っており、現時点で何か正しい解釈があるということではございません。以

上でございます。 

【柳田氏】  ありがとうございます。それから、集中管理をするという仕組みに関して、

少し御心配をいただくような御質問があったかと思いますが、どのような枠組みで、今後

も含めて、管理されていくのかについても、宮一さんから回答をお願いできればと思いま

す。 

【宮一氏】  承知いたしました。運営組織については、資料の13ページに概略が書かれ

ております。まだ正式に確定したものではないと聞いておりますが、アドミニストレータ

ーと呼ばれる、全体を管理する組織であるIAB Tech Labが運用すると聞いています。 

 そして、Opt-Out Portalというのが、消費者のオプトアウトを受け付けるところであり、

Open/ Closed Operatorというのが、実際にUID2を生成したりするところという形で分けら

れております。このような形で分けて組織が管理されていると聞いています。 

【柳田氏】  ありがとうございます。あと今、UID2とUID2 Tokenの話があると思うので

すが、そこで安全性を担保していると聞いておりまして、スタティックなIDが、端末固有

の固定のIDといったようなもので運用されていくものとは違って、そういったところに可
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変なものを加えるということで、安全性を担保しているというようなことも聞いておりま

す。技術的なことは詳しく私からは申し上げられないのですが、その辺り、宮一さんのほ

うで補足はありますか。 

【宮一氏】  そちらについては、資料14ページに簡略な記載がございます。「UID2」と

いうふうに特にお話をしておりますが、実はUID2とUID2 Tokenという２つのものに分かれ

ております。主に広告主がユーザーごとに付番するものはUID2となっており、この番号は

メールアドレスをハッシュ化したものとして作られております。また、そのUID2は、おお

よそ１年ごとにリフレッシュされるような仕組みが組み込まれているというものになりま

す。 

 一方で媒体社が利用するUID2 Tokenというのは、このUID2を毎日変わる暗号化キーで暗

号化したものとなっております。このUID2 Tokenは、広告取引の流れであるビットストリ

ームと呼ばれる自動入札のデータストリーム上を流れるものでありますが、そのデータは

暗号化され、毎日暗号キーが変わり、そしてToken自体も５分に１回程度変わるという設

計がなされていると聞いておりますので、部外者がキャプチャーすることはできない、キ

ャプチャーして何らかのユーザーデータを蓄積することはできないような仕組みになって

いると承知しております。以上です。 

【柳田氏】  ありがとうございます。 

 それから、大きなところで言いますと、グローバルで動いていることに関して、日本の

業界として、どうしていくのかということ。例えばTCFとかCMPといったものを推進してい

くのか、あるいはまだ早いと思っているかといったような御質問があったかと思いますが、

この辺りはまだJIAAの中でも検討しているところで、技術的に可能なことが、かなり速い

スピードで進展していきます。事業者のほうが、業界の中で、先にこのようなことを検討

しなければならないという状況にあるということもありますので、なるべく遅れない形で、

業界全体としてもフォローアップしながら、先ほど申し上げたとおり、ガイドラインや解

説資料の作成を進めていきたいと思っております。 

 それから、一番大事なのは、仕組みが分かりづらく、その内容をよく理解した上で、ユ

ーザーがきちんと理解でき、判断でき、不利益を受けないといったようなことをきちんと

確認した上で同意ができ、嫌であったらオプトアウトができるといったような仕組みが必

要ですが、そのような仕組みについて分かりやすい説明をどのように提供していくことが

できるのか。この点についても技術との見合いのところがありますので、その理想的な在
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り方、それから現実的に技術として可能な方法というものを探っていき、これをまたガイ

ドラインや解説資料を作成し、各社が採用していく具体的な内容といったところに反映さ

せていきたいと考えております。 

 宮一さんのほうで補足はありますか。 

【宮一氏】  森先生から１点御質問があった点について回答します。一度のオプトアウ

トでオプトアウトされるとのことだが、その後も利用可能な状態にあるのではないかとい

う疑念についての御質問だったかと思います。UID2 Tokenは、12ページのUnified ID 2.0 

Principlesにおいて基礎的な考え方が示されておりますが、UID2を使うDSP、SSP、データ

プロバイダー等の事業者については、別途定められる行動規範を守ることが義務づけられ

ています。そして、UID2の中で、ユーザーがオプトアウトした場合は、これらの事業者に

対して、およそ数分で、そのユーザーがオプトアウトしたことが通知される仕組みになっ

ていると聞いております。 

 その結果として、広告主がたとえ保有しているUID2が消えていなかったとしても、広告

取引場で使われるUID2は、そうした通知によってどんどん利用できない状態になっていく

という仕組みがございますので、全てのデータが一斉に削除されるという形ではございま

せんが、実質的に広告取引上利用できなくなることが進んでいくという点で、安全性があ

る程度確保されているのではないかと考えております。 

 御質問については、以上の回答となります。 

【柳田氏】  ありがとうございました。これで大体お答えできていますか。もし足りな

いことがあれば御指摘いただければと思います。 

【宍戸主査】  ありがとうございました。丁寧に御対応いただいたと思います。この間、

丁寧にお答えいただく過程の中で、例えば寺田構成員からは、「データクリーンルームに

ついてきちんとしたモニタリングが必要ではないか。」というようなこと、佐藤構成員か

らは、「統計情報の扱い方ということについてのリスクを指摘される。」ということ、ま

た寺田構成員からは、「UID 2.0についてもモニタリングが必要であるのではないか」と、

山本構成員から、「JIAA様がどのようなものをリスクと考えて、それに対してどのような

ソリューションをお考えなのか、ぜひその具体化をして取り組んでいただきたい」という

ようなコメントをチャット欄でいただいておりますが、時間の関係上、これらについては

事務局で控えさせていただき、また後でJIAA様にお伝えすると同時に、次回会合等で、前

回このような議論があったということで整理をしておいていただければと思います。 
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 JIAA様、ありがとうございました。 

【柳田氏】  ありがとうございました。御意見を参考にさせていただきまして、取り組

んでまいりたいと思います。ありがとうございました。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。 

 それでは続きまして、資料３に基づき、株式会社インティメート・マージャー、簗島様

から御発表を10分程度でお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【簗島氏】  それでは、よろしくお願いいたします。インティメート・マージャーの簗

島です。画面を共有させていただいて、資料を投影しながらお話しできればと思っており

ますので、よろしくお願いいたします。 

 ここからはインティメート・マージャーのデータの取扱いについての取組というところ

で、先ほどのJIAAさんの話とも重複するところとかもありますけれども、インティメー

ト・マージャーとしてはこのようなことを取り組んでいるというお話ができればと思って

おります。 

 まずは弊社についてというところで、弊社のことを御存じない方もいらっしゃると思い

ますので、弊社の御紹介ができればと思います。弊社はインティメート・マージャーと申

しまして、データマネジメントプラットフォームというサービスの専業の会社として2013

年に事業を開始しております。 

 このデータマネジメントプラットフォームという事業自体は、データを使った広告の最

適化や基盤サービスを提供しているのですが、主には、サードパーティークッキーという

基盤技術をベースにしたオーディエンスデータを提供する事業に取り組んでおりますので、

昨今言われているクッキー規制、個人情報保護法、海外のGDPR等への対応について、以前

から、事業上の変換期を迎えるという観点から取り組んできており、社内でもガイドライ

ンの整備や技術的な対応をしております。 

 2020年以降、このポストクッキー領域と言われる、クッキーに依存しない形でのデジタ

ルマーケティングをやるための仕組みに取り組んできておりますので、本日は、社内でど

ういったデータの取扱いのルールを有しているかというところと、それを踏まえてどのよ

うなサービスを現在提供していて、今後どのようなサービス等に取り組んでいきたいかと

いうところについてお話ができればと思っております。 

 まず、データの取扱いに関する社内規定はどのように運用しているかについて御紹介し

ます。インティメート・マージャーとしては、２年ぐらい前でありますけども、2019年よ
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り社内でのデータ連携のガイドラインを設定し、社内で運用し、社内で研修なども行って

おります。こちらに関しましては、お客様にどのような内容をお伝えしなければならない

のかというところなど、インティメート・マージャーとしては、自社内のデータの環境に

個人情報の受取り又は混入をしないような措置に非常に注意しておりますので、そのよう

な、データを連携する際の注意点などを記載したガイドラインを運用させていただき、必

要に応じてお客様にもきちんとこちらを提示させていただいて、「このガイドラインに沿

った形でインティメート・マージャーはデータを取り扱っております。」という話をさせ

ていただいております。 

 また、その他の取組としても、先ほどからお話に出てきているような形で、このデータ

というのはどのようなものが使われているかというのが非常に分かりづらい等について、

啓蒙活動を実施したり、プライバシーポリシーへの記載を促すということはとても重要で

す。そのため、プライバシーポリシーの評価サービスとして、プライバシーポリシーの内

容が適切に理解できたかどうか等をアンケート形式で調査したり、場合によっては、動画

形式で説明するためのソリューションのようにプライバシーポリシーの改善をするための

ソリューションなども含めて、お客様のデータ活用の環境の高度化・最適化・適切化を進

めるような取組をさせていただいており、こちらのヒアリングに関しては、去年の10月頃

にリリースしたサービスとなっております。 

 また、その他、インティメート・マージャーとしては、URLやHTMLに含まれる情報を取

り扱うケースが多いので、それらの中に、混入してしまう個人を特定可能な情報や、それ

以外にもHTMLのソースコードに入っている情報などを、不用意にインティメート・マージ

ャーの社内に取り込まないようにする仕組みを、同時に実装させていただいております。

ガイドラインで社内のルールを作っているというところと、システム面での配慮の両方を

させていただくことで、データの取扱いや、扱っているデータが適切になるような配慮を

させていただいております。 

 また、「プライバシーテック関連の企業の設立」というところで、今後このようなCMP

の導入や、プライバシー規制に対する対策は、多くの企業でニーズが出てくるため、イン

ティメート・マージャーとしては、こちらの同意管理プラットフォームに関しましても、

自社で開発しております。多くの企業に導入を進めさせていただいているという形になっ

ております。 

 後述の内容にも関連するところであり、まだまだサービスとしては導入するケースが少
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なくはありますが、今後、ユーザーからの同意を取得したり、その同意した情報を各種の

マーケティングツールや、各種のデータ活用の方法にうまくつなげていくことができると

いう点も、こちらのサービスを導入していくためのメリットかと考えているので、そのよ

うなユーザー企業に対して、このようなCMPの導入を進めていっておりますし、それを使

った適切なデータ活用をしたマーケティング方法も併せて提供させていただいております。 

 導入していただくと、既に導入しているお客様の画面をキャプチャーしたものになりま

すが、オプトインしている対象者がどのくらいいるのかであったり、現在どのくらいのマ

ーケティングが可能なのか等をダッシュボードのような形でお客様に提供させていただい

ております。実際、「思ったよりもオプトインされている率が低いからどうしよう。」と

いった依頼とかもあり、オプトインされる割合を増やすためのプライバシーポリシーの設

定や分かりやすくユーザーに情報を提示していくことも併せて、全体の設計を御提供させ

ていただいているという感じになっております。 

 ここからが、インティメート・マージャーが提供するポストクッキーのソリューション

についてというところで、先ほどJIAAさんから御紹介いただいたものも含めて、下の表に

０から３という形で記載してはいるのですが、ポストクッキーのソリューションは、大き

く分けると、ID単位でのソリューションと、群単位でのソリューションが存在しておりま

す。詳細については、後ほど御紹介させていただきますが、インティメート・マージャー

としては、前者の０番１番のような共通IDのソリューションとして類推IDというものを使

っております。 

 先ほど、JIAAさんから話があったように、UIDや、そのような会社様が扱われているメ

ールアドレス単位でのデータというものは扱っておらず、その他のデータを使って、イン

フォティブデータをベースにしたIDの生成と、IDの生成ロジックみたいなものを提供する

サービスや、その他、群単位でのソリューションというところで、個人IDではなくて、男

性とか女性とか、その他コンテンツ、コンテキストみたいな情報をベースにしたターゲテ

ィング広告の方法を提供させていただいています。 

 この資料以降、それらの商品の詳細について御紹介できればと思います。まず、インテ

ィメート・マージャーは、クッキーに替わるIM-UIDというIDを提供するサービスを提供し

ています。こちらに関しては、IDという名前が適切ではないかもしれないのですが、我々

とIM-UIDのJavaScriptというプログラムを設置いただいているお客様に対して、そのサイ

トにアクセスしてきたブラウザにおいて利用が可能な情報の中から、最もターゲティング
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効率が上がるようなIDを選択して戻すというようなサービスとして、IM-UIDを提供させて

いただいておりまして、IDのサービスというよりは、ID選択のロジックを提供するサービ

スというところになっております。 

 こちらに関しては、ユーザーの同意情報や、使っていい情報、使ってはいけない情報と

いうのはきちんと整備していって、その上で使っていい情報の中から最適なターゲティン

グに使える情報を戻していくというサービスとして提供しております。 

 また、群単位でのターゲティングというところで、今、力を入れさせていただいている

ものとしては、リアルタイムデータ連携というものです。ID単位でユーザーの情報をずっ

とトラッキングしていくのではなくて、ユーザーが最近アクセスした瞬間に取れる情報を

基に、その人はどのような属性の人なのかというのを類推する仕組みを提供させていただ

いております。 

 例えばサイトにアクセスした情報や、IPアドレス、UserAgent、アクセス時間などから、

「この人は男性である可能性が高い」や「女性である可能性が高い」という情報を、我々

の機械学習の仕組みを使って戻して、その情報を基に連携先のツールにデータを渡し、具

体的には、我々が作った群情報をメディアからサーバーやSSP等に連携し、その後DSPに連

携し、その群に対して広告主が広告を出していくというようなエコシステムを提供してお

ります。広告を配信する仕組みにおいて、IDではなくて、基本的には群単位で全てのやり

取りが行えるような仕組みを提供することによって、ID単位での情報のやり取りを必要と

せずにターゲティング広告ができる仕組みというものも、現在提供し、広げていっている

という形になっております。 

 それ以外にも、群単位の取組としては、先ほど御紹介させていただいたコンテキストマ

ッチについても、個人情報は混入しない形でのURLの属性情報や、URLにどのような内容が

記載されているかという情報を定期的にクロールし、そちらの情報を基にしたターゲティ

ング広告というのを実現できるようにしています。先ほど資料の御紹介にあった内容でも

ありますが、Ads Data Hubというサービスとインティメート・マージャーも連携しており

ます。先ほどの御紹介では、ID単位での属性の突合をし、情報をプラットフォームと連携

しながら使っていくという話だったと思うのですが、我々の場合は、入力の情報をURLの

情報にして、ターゲティング広告に使えるコンテキスト情報をAds Data Hubから連携する

ということをやっています。ID単位ではなくて、URL単位での情報を扱っているというと

ころが特徴的なものになっております。 
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 今後、提供を予定している利用者情報を使ったターゲティング広告の仕組みというとこ

ろですが、先ほど御紹介させていただいたIM-UIDという共通IDの仕組みに対して、今後は

ユーザーの同意情報に合わせてという形ではありますが、先ほどの資料に載せてある確定

IDと言われるメールアドレスをハッシュ化した情報をベースにしたロジックというのも組

み込んでいくことを検討しています。 

 こちらは、どのような情報を同意できているか、またユーザーの同意情報に合わせた形

で、どう最適なロジックを返していくかという仕組みを、きちんとインティメート・マー

ジャーとして実装し、CMPの同意情報であったり、各IDの発行事業者のルールに沿った形

で、我々のデータと連携していくということを検討しています。 

 また、ファーストパーティーデータを使ったカスタムモデルの作成というところで、群

の情報をアップロードする元のデータを、各パブリッシャーやファーストパーティーデー

タを持っている企業の群情報にして、カスタムの機械学習のモデルというところを作って

いくことによって、モデルの精度を向上していくということを検討しています。現状だと、

インティメート・マージャーが保有している情報は、URLに対してクロールした情報、事

前にクロールした情報を基に活用しているのですが、そのコンテキストマッチの仕組みも、

先ほど御説明したとおり個人情報が混入しないような形にしつつ、リアルタイムで情報を

分析して、そのコンテキストの情報に対してターゲティング効果が出せるような仕組みを

提供できればと考えております。このようにデータの使い方の工夫をしながら、新しいサ

ービスを今後作っていこうと考えております。 

 最後、サービス・技術におけるプライバシーデザインについてというところですけれど

も、インティメート・マージャーとしては、ファーストパーティクッキーのソリューショ

ンも広くお客様に対して選択できる形で提供していきたいと考えております。ID単位での

ターゲティング広告というところをあまり好まないお客様や、群単位でのターゲティング

広告をやっていくことによって、より消費者に対して安心感を与えたいというようなお客

様もいらっしゃいますので、インティメート・マージャーとしては、そのようなお客様の

社内のポリシーに沿った形でのサービス提供をしていくということが非常に重要かと考え

ております。 

 また、CMPの導入はまだまだ国内では少なかいところですが、CMPの導入を広げていくこ

とによって、オプトアウト・オプトインを容易にしていくことは重要かと思っています。

オプトアウトされるとインティメート・マージャーとしては、すごく困ってしまうのでは
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ないかという話を指摘されるケースも多いのですが、オプトアウトしているユーザーとい

うのはデータを活用することや、データを使った広告に対してあまりポジティブに思って

いないお客様であるケースが多いので、そのようなお客様に対して広告を出さないように

していくためにも、オプトアウトの情報をどんどん蓄積していって、消費者にとって利便

性を上げていきたいと考えています。広告を見せても価値がない一般消費者の方に対して

広告を出さないようにしていくためにも、広告効果を上げていくためにも重要かと思って

いるので、CMPの導入や同意率をどんどん上げていくというところは、きちんとトラッキ

ングして、世の中に広げていきたいと、インティメート・マージャーとしても考えており

ます。 

 また、ID単位のソリューションよりも、群単位でのソリューションのほうが導入のハー

ドルが低く、消費者に対して、分かりやすいと言っていただくケースも多かったため、今

後はこの群単位でのソリューションに対して、インティメート・マージャーの開発のリソ

ースをどんどん広げていきたいと思っています。 

 また、海外ではよくやられているものではあるのですが、データに関するプライバシー

をきちんと配慮していくということは、会社にとってのブランディングにとってもとても

重要というところです。GoogleやAppleといった企業がプライバシー保護やCPO社内設置す

るなど啓蒙していると思うのですが、国内でもそのような形でデータを適切に扱っていく

ことによって、ブランディングや会社としての姿勢を出していくような、CSRに資するこ

とができるのではないかとして、クライアント様向けの啓蒙を今後行っていきたいと考え

ております。 

 駆け足になってしまいましたが、インティメート・マージャーの取り組んでいる内容は

以上とさせていただきたいと思います。皆様、御清聴ありがとうございました。 

【宍戸主査】  ありがとうございました。 

 続きまして、資料４に基づき、LiveRamp Japan株式会社、鳥井様から、これも10分程度

で御発表をお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【鳥井氏】  よろしくお願いします。LiveRampの鳥井と申します。資料を共有いたしま

す。10分間ということで、全16ページの資料になりますが、よろしくお願い申し上げます。 

 まず、会社の御紹介でございます。弊社は、本社はアメリカ、サンフランシスコにござ

いまして、創業は1969年でございます。日本法人は平成25年、2013年に日本でも登記をし

ております。アメリカから始まりましたけれども、現在ヨーロッパ、アジアパシフィック
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にも事業を展開しております。 

 弊社が御提供しておりますのは、データ接続プラットフォームというものでございます。

様々な企業や法人の方々が、様々なデータを使って接続してきたという過去があると思う

のですが、接続しにくい状況になっているところを、我々がデータ接続プラットフォーム

を提供することで、しっかり同意の下で、データが安全につながるというようなエコシス

テムを作っていければと思っております。 

 我々は、データ接続をする、乃至はIDを作るというところで申し上げますと、「中立性」

と、「プライバシーを守る」というところを非常に大事に思って、事業を展開している企

業でございます。 

 こちらも釈迦に説法なところもあるかもしれませんが、我々は、様々な企業、例えばメ

ーカー様、小売様、媒体様などとお話をしておりますが、よくお話しになるポイントはこ

のようなポイントだろうと思っております。 

 皆様がためていらっしゃるファーストパーティーのデータを安全に取得し、どのように

活用をしたらいいのかというお話であったりとか、今回の題目の中にもございますように、

ポストクッキー、サードパーティークッキーが使えなくなった後であったりとか、スマー

トフォン等のデバイスのモバイル広告IDが使いにくくなった後、どのようにしたらいいの

かという御相談になります。また、媒体社からは、在庫価値をいかに最適化したらいいの

かというようなところに対する御質問、また、このようなデータを統合して新しいデータ

戦略をどうしたらいいのかという御相談をよくいただております。このような方々に対し

まして、我々は技術を御提供しているという会社でございます。 

 プライバシーというところで申し上げますと、一般的にはGDPRや、カリフォルニア州に

おけるCCPAというところがよく話に上がってまいりますけれども、御参考まででございま

すが、様々な国でも同様の動きがございます。 

 日本でも当然ながら2022年４月に施行予定の改正個人情報保護法に向けて、我々の技術

もいかに進化していけるか、皆様に同意いただけるかというところも、改良を進めている

ところでございます。 

 我々にとって大事になってくるのはこのような各プレーヤーです。皆様がデータを持た

れていると思うんですけども、ユーザーからしてみれば、自分のデータをどういうふうに

提供したりとか、ログインしたりとか、会員登録をした上で、コンテンツを見たいとか、

ものを買いたいというふうな価値を得たいと思っていらっしゃると思いますし、また媒体
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社、パブリッシャーにおかれましては、ユーザーとの直接の関係性を築いた上で、何か情

報提供したいというふうな思い、また最後にマーケターだったりとか広告主というところ

は、ユーザーさんに対していかに有益な情報提供をするのか、インパクトのある体験を提

供するのかというところに腐心されていると考えております。このような方々を、皆様、

安全な形でつなげていく、データ接続していくというふうなエコシステムを我々の技術を

通じて御提供していきたいと考えています。 

 では、具体的に弊社の技術、どういった形で動くのかというところについて、詳細のお

話をしていければと思っております。LiveRampが策定するIDソリューション、データ接続

プラットフォームにて生成するRampIDというものがございます。まずこちら、メーカー様

や小売様、向かって左手の女性にあるような個人情報に当たるもの、CRMデータと言われ

るようなものを持たれている企業はたくさんいらっしゃると思います。例えば名前や、住

所とかメールアドレス、電話番号等々をお持ちだと思います。 

 ただ、こちらをそのまま使うことは、よろしくございませんので、どうするかといいま

すと、事業者さんのお手元で、非可逆にハッシュ化をしていただきます。その上で

LiveRampに送信いただきまして、一個一個、個別のユニークなRampIDというものを作成し

て、そちらを使って、皆様の同意に基づいてエコシステムを作っていくというアプローチ

でございます。 

 具体的には、まず大事なポイントを御説明していきます。メールアドレスを多く使われ

ることが多いのですが、単なる非可逆ハッシュをした値だけでできているIDではないとい

うところが１点目です。 

２点目、こちらは非常に重要でございます。例えば私、鳥井という人間がいろんなサービ

スを使うために私のメールアドレスを使っておりますけれども、そちらをベースにRampID

を各社で作ります。我々のソリューションは、各社で別々のIDを作っております。そのた

め、よくLiveRampのRampIDは共通IDであるとお考えになる方々が非常に多いのですが、弊

社の提供しいてるソリューションは共通IDソリューションではございません。繰返しにな

ってしまいますが、各社が持たれているメールアドレス等々のものを発端にしてRampIDを

作ったとしても、我々は各社様ごとに違ったIDを作るという形で安全を担保しているとい

うところも特徴でございます。 

 ３つ目ですけれども、第三者が、パブリッシャーや広告主が、RampIDを盗んで、この人

のデータとこの人のデータを見知らぬところでマッチングするということは、技術上でき
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なくなっているというところも特徴でございます。 

 ４点目ですけれども、たまに「LiveRampはデータをためているのではないか」であった

り、「DMPのやることをやっているのではないか」という御質問をいただくのですが、実

はLiveRampはデータを一切保有しておりません。マッチングの処理をする役目になります

ので、念のためこちらで記載できればと思っております。 

 こちらは主に媒体社様に向けてのソリューションの説明になるのですが、

Authenticated Traffic Solution、略してATSというソリューションを媒体社様に御提供し

ております。様々な媒体をお使いになる際に、昨今このような左下にあるようなログイン

の画面を使われることが増えてきているかと思っております。こちらのログインの中にID、

パスワードがあると思うんですけど、IDの中に記載されるメールアドレスを、先ほどお話

しした同様のロジックで、非可逆的にハッシュした上で、LiveRampに送信し、RampIDを生

成する形となります。そのRampIDを使って、媒体社は広告在庫を認識可能にするというこ

とをしております。 

 また、こちらも事業者と同様に、媒体社におきましても、ユーザーからしっかりと同意

を取ってもらうということが必要になりますので、同意前提というところがまずございま

す。右にあるように、参考の文面になりますが、プライバシーポリシー等において、この

ようなソリューションを提供しているという記載や、「オプトアウトする場合は、こちら

をクリックしてください」というような記載を準備しているという状況でございます。 

 今お話しした流れを、順を追って改めてお話しできればと思っております。媒体社は弊

社のタグ、JavaScriptのタグというものをログインのページに記載してもらい、先ほどお

話ししたようなロジックで、②番、ドメインごとにRampIDを生成してまいります。こちら

で大事になっていますのは、赤字で記載しておりますとおり、各媒体に向けて我々は固有

のRampIDを生成しています。こちらがキーとなります。また、ログインを前提にしており

ますので、ログインをしていないユーザーには、RampIDは生成されません。 

 また、このRampID自体は、ユーザーや媒体社から認識することはできなくて、媒体社を

束ねていらっしゃるサプライサイドプラットフォーム（SSP）が読み取って、解読するこ

とができるように暗号化されたRampIDというものをRampIDエンベロープという形にして、

ファーストパーティークッキー又はローカルストレージに送ります。こちらを返して、④

番、ファーストパーティークッキーに保管されたLiveRampエンベロープをPrebitを介して

SSPに渡し、またそれを、今度は広告配信する側のプラットフォーム（DSP）が読み取れる
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形に変換をして、ビッドストリームを送るという仕組みになっております。 

 詳細な話になってきますので、次のページにおいて、具体的にどのようにデータを加工

してというところをしているのかを図式にさせていただいております。 

 まず、向かって左手です。パブリッシャー、媒体社がいらっしゃいます。こちらに

Irats＠Hotmail.comというメールアドレスでログインをしますというふうにします。この

ページに弊社のJavaScriptのタグが埋まっておりまして、そのログインのボタンをトリガ

ーにして、このメールアドレスが非可逆ハッシュ化されます。そうするとその下に、Da17

で始まるハッシュ値が生成されます。その生成されたハッシュ値をLiveRampの、緑の箱の

中が弊社の環境になるんですけれども、弊社の環境に投げてもらいますと、弊社の独自の

アルゴリズムがハッシュ値を一旦お預かりしまして、9HJPで始まるKey Valueというものを

生成いたします。そこからまたアルゴリズムを通じまして、太字になっていますけども、

HS02で始まるRampID、本当はもっと長いのですけれども、パブリッシャーD社だけが使え

るRampIDというものを生成し、最終的にはRampIDエンベロープというものをお作りします。 

 また、向かって右手です。こちらは広告主、事業者になります。広告主A社がお持ちに

なっているファーストパーティーデータ、CRMデータの中に、同じメールアドレスをお持

ちの方がいらっしゃったとします。この広告主がこの人に対してターゲティングしたいで

すという場合にどうするかと申し上げますと、まずお手元で非可逆ハッシュ化をしていた

だきます。そうすると、ハッシュ値は同様になります。Da17で始まるハッシュ値が生成さ

れます。 

 このハッシュ値自体をLiveRampの環境に投げてもらいます。そうすると、弊社の独自ア

ルゴリズムを通じまして、Key Value値を生成しまして、その先でまたアルゴリズムが動き

ます。そして、広告主A社だけが使える、KJ98で始まるRampIDを生成いたします。ここま

でがRampIDの広告主向けの生成でございます。最終的には、広告主、このA社がKJ98LD、

このRampIDの方に向けてバナー広告を配信してくださいということをDSP-B社にお願いを

することとなります。 

 その段階で、またLiveRampは、DSP-B社が分かる形のRampIDにまた変換をさせてもらい

ます。すると、DSP-B社さんだけが分かるRampIDが真ん中に出てくることとなります。そ

のIDを使って、今まではサードパーティークッキーで行っていた広告のバイイングをする

ということになってきます。SSPに対して、「このRampIDの人はどこかにいませんか」と

送るわけです。すると、媒体社さんから預かっていた、左下にあるRampIDエンベロープと
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いうものを、SSPが受け取り、そのエンベロープを開封して、エンコードの上、DSP-B社さ

んだけが読み取れるRampIDに変更して、ようやくこの黄色の文字でマッチングできるとい

うことになっております。 

 つまり、御覧のとおり、二重三重の安全を担保しながら、いずれの会社も、お手元の

RampIDだけで、どこかでマッチングできるということは一切できない形になっております。

二重三重の形でプライバシーを担保しているというのがLiveRampのテクノロジーでござい

ます。 

 非常に技術的に細かなところまでお話をしてしまいましたので、なかなか追いつかない

ところもあるかもしれませんが、もし何か細かなところでお問合せ等々がございましたら、

この後の御質問、乃至はこちらのメールアドレス宛に御連絡いただければ幸いでございま

す。ありがとうございました。 

【宍戸主査】  御説明ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの株式会社インティメート・マージャー様とLiveRamp Japan株式会

社様からの御発表について、御質問、御意見があれば、時間の関係で、ひとまず10分程度

と予定しておりますが、いただければと思います。構成員の皆様、また御質問、御意見が

あればチャット欄で私にお知らせいただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 森先生、お願いいたします。 

【森構成員】  御説明ありがとうございました。それでは、まずインティメート・マー

ジャーさんにお尋ねしたいと思いますが、御社の中のそのDMPに個人情報が入らないよう

にする、混入しないようにするという形で、いろいろ工夫をされているということを御説

明によって理解しました。 

 お尋ねしたいのは、顧客企業から御社に対して、個人情報ではない形で、顧客企業の持

っているデータをもらって、それを例えば御社のサードパーティークッキーと紐付けて、

そのデータを増やすということを現在されているかということをお聞きしたいです。 

 もう一つは、その逆方向となります。御社から顧客企業に対してDMPのデータを提供さ

れることがあると理解していますが、提供される際にその提供先で個人情報となる場合が

あるとして、改正個人情報保護法の下では、その個人関連情報の第三者提供として規制を

受けるわけですが、現在、それに対してどのような手当てなり、何かその方針なりをお持

ちでしょうか、以上２点について教えていただければと思います。よろしくお願いします。 

【簗島氏】  これは個別に答えていく感じで大丈夫でしょうか。 
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【宍戸主査】  はい。個別でお願いいたします。 

【簗島氏】  まず後者から答えやすいところがあるので、答えていきます。現状インテ

ィメート・マージャーが持っているデータをお客様の個人情報に紐付けて活用していただ

くということは、とても限定的に、一、二社というレベルでは存在しています。そちらの

場合に関しましては、我々から、どのような内容で利用者に対して同意を取っているか、

そもそもチェックボックスでオンしているのか、それをきちんとプライバシーポリシーに

どのように記載しているか等を、年間１回ぐらい確認させていただいていております。ま

たプロセスが変わったタイミングでも、確認させていただいておりまして、そちらを理解

いただいているお客様のみに提供させていただいているという形になっております。 

 前半に質問いただいた、顧客企業のデータをインティメート・マージャーとして提供を

受けて、外部に提供しているケースがあるかというところの質問かと思いましたが、こち

らに関しましては、我々に提供いただいているメディアのウェブページのアクセス履歴の

情報は、現状、弊社のDMPを経由して、第三者に販売する契約をしているお客様に関して

は実施しています。逆に言うと、そのような契約はしていない顧客企業に関しては提供し

ていないということとなるので、プライバシーポリシーにおいて、「インティメート・マ

ージャーにデータを提供して、販売しているということを明示している顧客企業に限定し

て、我々はデータを連携して提供している」というような記載になっております。 

【森構成員】  御説明ありがとうございました。媒体でないところ、例えば事業会社と

いいますか、そのようなところから個人情報を削除した形でデータを受け取られることは

ありますか。 

【簗島氏】  基本的にはデータを販売する用途以外では、そのような受け取って、外部

の第三者に提供するようななことは存在していないです。 

【森構成員】  つまり、入ってくるデータは全て媒体からのデータであるということで

しょうか。 

【簗島氏】  インティメート・マージャーは２つのサービスを提供していて、インティ

メート・マージャーDMPとしてのサービスとして、今の媒体社やメディアのデータを取り

扱っているというパターンと、あとはインティメート・マージャーが提供しているCDPと

いうファーストパーティーデータをアクセスする、イメージとしてはGoogleアナリティク

スに近いような形でデータを蓄積しているサービスがあります。後者に関しては、逆に特

定の顧客企業のデータだけが顧客企業の領域だけに保存されているというサービスとして、
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個人情報を削除した形で入れて、提供させていただいているという形です。 

【森構成員】  なるほど、そうしますと、媒体でない会社、仮に事業会社と呼びますけ

れども、その事業会社のデータが御社の自分の閲覧履歴のデータベースと紐付くことはな

いということですね。 

【簗島氏】  そうですね。ここは別のものになっています。 

【森構成員】  なるほど、分かりました。ありがとうございました。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。次に寺田構成員、お願いします。 

【寺田構成員】  よろしくお願いします。LiveRampさんにお聞きしたいと思います。

色々な変換をかけることで、流通経路におけるデータに関しての安全性というのは非常に

高まっているというのは理解できるのですが、ハッシュ化をしたメールアドレスという部

分に関して、太田さんもチャットの中で書かれていると思うのですが、個人データの第三

者提供には、おそらく該当すると思いますので、その辺のところの同意の取得はされてい

るのかどうかをお聞きしたいです。 

 もう一点は、12ページにおける説明記載例です。大体アドテクの事業者は、このような

書き方をされる方が非常に多いんですけれども、非常に分かりにくいというか、おそらく

一般の人には全く分からないのではないでしょうか。２段落目で例えば、「パブリッシャ

ーのアドレス可能性」や、その次の「個人の可視性と制御」は、一般の方には何を言って

いるのかさっぱり分からないというところですので、このようなところを分かりやすくし

ていくということをぜひやっていただきたいと思っています。私からは以上です。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。LiveRamp様、いかがでしょうか。 

【鳥井氏】  LiveRamp、鳥井でございます。御意見ありがとうございます。必要に応じ

てもう一名、LiveRampから今井という者も入っておりますので、追加があれば、彼からも

意見をいただければと思っております。御意見ありがとうございます。 

 まず２点目のところです。御指摘のとおり、一般的になじみのない用語などが使用され

ていることは否めません。特に、片仮名の単語が並ぶと一般消費者の方になかなか分かり

にくいというところもあることは当社としても理解しています。我々の資料や御説明にお

いて、皆様が共通の理解を持てるよう、分かりやすい形とすることが企業努力として必要

だろうと認識しております。ありがとうございます。参考にできればと思います。 

 また、１点目のところです。同意に関してですが、我々も、同意に関しては、パブリッ

シャーがユーザーからの同意を取得することの確認をしています。我々の技術を導入いた
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だく広告主、乃至は媒体社を含めまして、企業としてのプライバシーポリシーや会員規約

というところに、LiveRampのソリューションを使うに当たっての必要な事項というところ

が必ず記載されていることを我々としても確認をし、それがないと契約はしない、乃至は

IDの発行はしないということを実行しておりますので、そのような形で我々も関与させて

いただいています。 

【寺田構成員】  ありがとうございます。規約に記載というよりも、第三者提供に当た

るので、そちらの同意まで取っておかないといけないと思うのですが、そこまでの確認も

されていると理解してよろしいでしょうか。 

【鳥井氏】  はい、そのとおりでございます。 

【寺田構成員】  どうもありがとうございます。以上になります。 

【鳥井氏】  ありがとうございます。 

【宍戸主査】  それでは佐藤先生、できれば手短にお願いいたします。 

【佐藤構成員】  分かりました。佐藤でございます。まず、インティメート・マージャ

ー様にコメントですけれども、手短に申し上げますけども、群単位で利用するという方法

は、GoogleのFLoCをはじめとして、また別の問題を生み出すところがあります。手放しで

それがいいのかと言えないところがありますので、導入されるのであれば、その群単位に

よる問題点というのをきっちり解決されることを望みます。 

【簗島氏】  ありがとうございます。 

【佐藤構成員】  続きまして、LiveRamp様へのコメントですけれども、実は太田構成員

がチャットで書かれているところと重なっているので、太田構成員に話していただいても

いいのかもしれませんが、14ページの図を見ると、ハッシュ値で作られるIDは事業者ごと

に違うと書いてあるんですけども、実はよく見ると共通IDが入っていて、やや御説明とこ

この図はマッチしていない印象があります。この点について、宍戸先生、太田様のほうで

何か追加であるかもしれないですが、大丈夫でしょうか。 

【宍戸主査】  時間の関係もあり、太田さんの御質問は詳細なので、これをこのままお

送りをして、後ほどメール等で両者様に回答いただいて、それを構成員で共有したいと思

います。 

【佐藤構成員】  それでは、私も一応意見だけ言っておいて、後の回答で構いません。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。それでは次に、高橋さんからお願いできますか。 

【高橋構成員】  IM社さんに質問です。類推IDとコンクラスターとコンテキストマッチ、
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色々と使われているという御説明があったのですが、これら３つは広告媒体的な価値に優

劣があるのかについて、お話しできるのであれば教えてください。逆に、プライバシーと

媒体価値でトレードオフになってしまうのでしょうか。基本的な部分となるため、お願い

します。 

【簗島氏】  かしこまりました。これは非常に我々としても、もともと思っていたこと

と、やってみて違ったところではあったのですが、プライバシーと媒体価値はトレードオ

フとは言い切れないと思っています。インターネット広告自体は、オークション形式で複

数の会社が複数の広告枠に対して広告を出したい状況で、一番高い金額を出した人が広告

を出せるという仕組みになっているので、基本的には情報の非対称性が担保されていれば、

プライバシーを犠牲にしなくても、高い広告効果を出すことができるということがありま

す。そのため、インティメート・マージャーとしても、もともと色々なソリューションを

通じて、ほかの会社が入札に使っていない情報を基にした広告をお客様に提供することで、

媒体価値を最大化していくということに今トライしているという形になっております。 

【高橋構成員】  面白いです。今後のヒントになると思います。ありがとうございまし

た。 

【簗島氏】  ありがとうございます。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。それでこの後、先生方に少しお時間をいただい

て、お昼の時間にかかってしまいますが、議論を続けたいと思います。古谷さん、それか

ら森先生からLiveRamp様に御質問があるということなので、それらを承って、LiveRamp様

からお答えをいただいて、このラウンドは締めたいと思います。それでは、まず古谷さん、

お願いいたします。 

【古谷構成員】  ありがとうございます。古谷です。LiveRamp社様への質問です。信頼

ベースのエコシステムというところで、技術を通してという説明があったかと思うのです

が、信頼ベースのエコシステムということであれば、技術以外の信頼を構成する要素もあ

るかと思います。そのような要素をどのように考えていらっしゃるか、それについてどう

取り組んでいるか、ユーザーにはどう説明しているか、教えていただければと思います。

以上です。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。森先生からも御質問いただいてからお答えいた

だくことにします。森先生、お願いします。 

【森構成員】  ありがとうございます。LiveRampさんが、寺田さんの御質問とそのお答
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えを伺っていて思ったのですがも、14ページの図ですが、双方から同意、第三者提供の同

意を取っていることを確認されているということですと、広告主A社、右下側からも、媒

体社、左上からも、極端な話、右からはDSP、左からSSPに対して、メールアドレスとか、

あるいはシンプルにハッシュ化したもの、ソルトを入れずに、後でこういうハッシュ化し

ましたよとお伝えすればいいようなものを提供してしまって、そこでマッチングしてもら

ってもいいような気がします。そうしますと、御社の売りは何なのでしょうか。メールア

ドレスを第三者提供してもいい人たちに対して、「私どものサービスをぜひとも有料で使

ってください」と言いにくいのではないかと思うのですけど、そこをどう克服されている

のかをお教えください。御社のこのサービスの売りは何なのかということについて教えて

いただければと思います。よろしくお願いします。 

【宍戸主査】  それでは鳥井さん、お手数ですがよろしくお願いいたします。 

【鳥井氏】  分かりました。前者の古谷様、ありがとうございます。後者、森様の点に

関しては、今井にヘルプをお願いできればと思っております。 

 信頼できるエコシステムを作るというところでございますけども、我々のビジネスは技

術を作っている、技術を提供するというところがもちろんメインではあるものの、我々が

今取り組んでいるところは、我々の技術を正しく理解いただくというところを取り組んで

おります。新しい技術というものが海外から日本に入ってきますが、まず、「何だ、これ

は」と、「どう動くんだ」というところが、分からないところがあると思われます。その

ため、我々は、今回の資料のように、どういうふうに動くかというところの中身を、赤

裸々に皆様にお伝えをするようにしております。 

 そこで、こういうふうに動きます、こういうふうに変換されますと御理解いただいて、

納得いただいた上で導入してもらうというところを心がけております。私たちのプロセス

では、正しく技術を理解いただくというところを、企業として取り組んでいるというとこ

ろでございます。今井さん、後者をフォローお願いできますか。 

【今井氏】  LiveRampの今井です。よろしくお願いいたします。 

 先ほどの森先生からの御質問です。ビジネス的な売りという部分ですと、まず１つ目、

パブリッシャー様に対しては、活発にファーストパーティーデータを取得し、それを活用

されようというところで、クッキーやモバイル広告IDに替わり、我々のようなプライバシ

ーに合致した技術を使っていただき、自分たちの在庫をきちっと認識可能なものにするこ

とによる新しい収益性に意義があると思っています。 
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 広告主様に対しては、顧客様との関係性を強化するために、実はLiveRampの技術、これ

は必ずしもオンライン集めたものだけで使えるのではなくて、実はオフラインから集まっ

ているCRMで管理されているデータをRampIDと言われるものにしていただくことによって

使っていただけるというところにあって、先ほどのように、広告主様と、また同じように

ユーザーとの信頼関係だったり、新しく、より強い強固な関係作っていただけることが

我々のサービスの一番の売りだと思っていますし、そこを御提案をさせていただいており

ます。当社のサービスは、アドテックのすべてのプレイヤーの方々に、よりセキュアで、

プライバシーに合致したソリューションを使っていただき、広告主の方がLiveRampのサー

ビスを使用したときに料金を払っていただけるような仕組みを提供しています。 

【宍戸主査】  ありがとうございました。実はまだ、先ほども言いましたが、太田構成

員、それから小林構成員からも御質問があるのですけれども、かなり詳細にわたりますの

で、申し訳ありませんが、簗島さん、それから鳥井さん、今井さん、いずれにおかれまし

ても、後ほどメールで取りまとめさせていただき、それで可能な範囲で御回答いただいて、

そして共有させていただきたいと思います。本日はありがとうございました。 

【梁島氏、鳥井氏、今井氏】  承知しました。ありがとうございました。 

【宍戸主査】  それで構成員の皆様、押していて申し訳ございませんが、重要なアジェ

ンダがもう一個控えておりまして、これについて事務局から御説明をいただき、お残りい

ただける方はお残りをいただいて、御議論をいただきたいと思います。資料５「電気通信

事業における個人情報保護に関するガイドライン 改正骨子（案）」でございます。事務

局から御説明をお願いいたします。 

【小川消費者行政第二課長】  事務局の小川でございます。資料５に基づきまして、簡

単に御説明をさせていただきます。 

 まず、１ページをおめくりいただきまして、中間とりまとめの今後の取組の方向性のと

ころでございますが、まず、１番にございますように、通信関連プライバシーを保護され

るべき利用者の権利として把握し、利用者端末情報を取り扱う者全てが保護すべきもので

あるということで、おまとめをいただいたところでございます。２つ目のポツのところに

ございますように、電気通信事業法などにおける利用者情報の取扱いに関する記述の内

容・範囲については、eプライバシー規則（案）の議論も参考にしつつ、具体的な制度化

に向けた検討を進めることとなっております。こちらにつきましては、本日、参考資料２

でもつけておりますが、電気通信事業ガバナンス検討会などでも検討を進めているところ
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でございます。 

 本日御議論いただくのは、主に２と３のところでございまして、電気通信事業ガイドラ

インにおける対応、それから定期的なモニタリングのところでございます。 

 次のページに行っていただきまして、電気通信事業ガイドラインの改正でございますが、

大きく２つございます。来年の４月に施行される予定である、令和２年及び令和３年の改

正個人情報保護法の施行に向けて、電気通信事業ガイドラインについて見直す必要がある

というところでございます。それからもう一つが、通信の秘密、個人情報・プライバシー

上の適正な取扱いを行うために、一元的に参照することができる文書として取りまとめる

という観点から、電気通信事業固有のところについても検討を進めていくということでご

ざいます。 

 まず、１つ目の個人情報保護委員会ガイドラインの見直しに対応した改正でございます

が、この黄色いところは中間取りまとめに書かれているところでございます。下の矢印の

ところにもございますが、個人情報保護委員会から令和２年改正、令和３年改正に対応す

るためのガイドラインの改正案、もしくは確定したものが出ておりますので、それを踏ま

えて検討していくということでございます。 

 また、黄色い四角の３つ目の丸のところでございますが、特に事例について、個人情報

保護委員会ガイドラインでも記載がございますが、電気通信事業の固有の事情などを踏ま

えて、より適切な事例などの記載についても検討することが適当ではないかということで

ございます。 

 ３ページのところは構造でございまして、個情委のガイドラインで新たに付け加わった

項目４つを追加しているということでございます。 

 次のページを御覧ください。こちらが個人情報保護委員会ガイドラインの見直しの改正

項目でございます。紙のページですと、「個人情報保護委員会ガイドラインの見直しに対

応した改正項目と対応案（一覧）」というところを御覧ください。改正項目が⑯までござ

います。それぞれに対して対応していくわけでございます。赤い色で書かれておりますが、

６つ、電気通信事業特有の事情を考慮した解説を追記していくということを考えておりま

す。その６つについて説明をさせていただければと思います。 

 ６ページ目となっているところを御覧いただければと思います。１つ目でございますが、

利用目的の特定のところでございます。こちらについて個人情報保護委員会ガイドライン

におきましても、「本人から得た情報から本人に関する行動・関心等の情報を分析する場
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合、どのような取扱いが行われているかを本人が予測・想定できる程度に利用目的を特定

しなければならない。」ということが既に書かれております。それで、「これに加えて」

と、赤字のところが追記するところでございますが、「当該分析（いわゆるプロファイリ

ングが行われる場合）により、『要配慮個人情報』の項目に相当する情報が得られる場合

には、あらかじめ本人の同意を得ることが望ましい」、「これらの情報について本人の同

意を取得することなく不必要に広告のセグメント情報として広告配信その他の行為に用い

ないようにすることが望ましい」ことを解説に追記することを検討してはどうかと記載し

ております。 

 次、７ページを御覧ください。こちらは、漏えい等報告・本人通知の義務化でございま

す。報告対象として、原則は個人情報保護委員会でございますが、個人情報保護委員会が、

個人情報保護法第147条第１項の規定により、報告を受理する権限を所管大臣に委任して

いる場合には、電気通信事業の場合には所管大臣が総務大臣となりますので、その旨を記

載してはどうかと記載しております。また、電気通信事業法第28条において、通信の秘密

の漏えいが生じた場合の総務大臣に対する報告義務が定められているため、その旨を記載

してはどうかというということでございます。 

 また、事例として、個人データの漏えいに該当するものとして、電気通信事業に該当す

る事例を追記することを検討したらどうかということで、個々の事例に書かれていますよ

うに、「ある回線が解約された後に同一回数が使用された際に、以前の当該回線使用者の

登録情報など個人データが当該回線使用者に閲覧可能な状況になった場合」ということを

実際の事例を踏まえて書かせていただいております。 

 次に８ページでございます。３点目でございますが、越境移転時の本人説明の充実とい

うことでございます。こちらの個人情報保護委員会ガイドラインにも記載されている内容

に加えまして、赤字のところでございますが、移転先の第三者が所在する外国が特定でき

ない場合についても、本人への情報提供などの望ましい対応について、解説において記載

を検討してはどうかということでございます。 

 また、基準適合体制を整備している外国にある第三者に対して個人データを提供する場

合には、提供の時点においても、相当措置の実施に影響を及ぼすおそれのある外国の制度

の有無とか内容を確認するとともに、当該制度が存在し、それにより実質的に相当措置の

継続的な実施を確保できるかということについても確認するということを規定として追記

してはどうかということでございます。 
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 その他、委託の部分でございますが、外国にある第三者に委託する場合は、委託元は委

託先を通じて外国において個人データを取り扱うことになるため、外国の個人情報の保護

に関する制度などを把握した上で、委託先の監督や安全管理措置を講じる必要があるとい

うことについて、個人情報保護委員会Q&Aの内容に既にあるものでございますが、解説に

追記してはどうかということでございます。 

 それから９ページでございます。４つ目でございますが、個人関連情報のところでござ

います。個人データとして取得することを現に想定している場合に該当する例として、位

置情報に関して「提供元の個人関連情報取扱事業者である電気通信事業者が提供先の第三

者に対してID等と結びついた高精度の又は連続した位置情報等を提供すると、提供先の第

三者が当該識別子や位置情報を個人データと結びつけることが想定される場合」、という

のを追記してはどうかということでございます。 

 それから10ページ目でございますけれども、この⑨でございます。これはデータポータ

ビリティーにも少し関連する部分でございますが、保有個人データの開示の、電磁的な開

示の場合でございますが、電気通信事業者による望ましい電磁的記録の提供による方法と

して、開示等の手続をオンラインで受け付けること、またプライバシーポリシーから容易

に到達できることなどについて、解説に明記して、望ましい事例として追記してはどうか

ということでございます。 

 それから11ページ目でございますが、⑬の域外適用拡大のところでございますが、既に

電気通信事業法においては域外適用がございまして、電気通信事業ガイドラインの２条第

１項の解説において域外適用がされる旨は明記されております。こちらにおいて、個人情

報保護法の域外適用についても追記をするとともに、外国においての事業者の事例につい

て解説に追記をしてはどうかということでございます。 

 ここまでが個人情報保護法の改正に伴うものでございまして、次からが利用者情報の適

切な取扱いに関わるところでございます。 

 まず12ページのところは、中間とりまとめの内容について記載しているところでござい

まして、詳細は省略いたしますが、スマートフォン プライバシー イニシアティブなど

の既にある内容も踏まえまして、電気通信事業ガイドラインの改正を検討してはどうかと

いうことでございます。どのような改正をすればいいかということについても既に詳細に

記載をいただいております。 

 15ページは、これを踏まえた内容でございますが、大きく６点ございます。まず１つ目
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が、電気通信役務利用者情報保護管理責任者というものを、個人情報保護管理者を充実し

た形で置いてはどうかということでございます。２つ目は、既にプライバシーポリシーに

ついて定めることが努力義務としてございますが、こちらの内容について充実すると、ま

た記載項目について整理するというものでございます。③でございますが、こちらは利用

者にとって分かりやすい通知・公表及び選択の機会の提供ということについて示してはど

うかということでございます。④はアプリケーションのプライバシーポリシーの内容の整

理、⑤は位置情報の関係、⑥はモニタリングについてガイドラインの見直しに必要な限度

で、そのモニタリングを行うということを規定するということでございます。 

 詳細については、次のページからでございます。16ページでございますが、まず、電気

通信役務利用者情報保護管理責任者というところでございます。こちらについては、既に

個人情報保護管理者というのが現行の電気通信事業ガイドラインの第13条にございますが、

その対象とする情報について、現在は個人データ等の取扱いということとなっております。

こちらについて電気通信役務利用者情報の取扱いということにした上で、名称についても

このような形で見直してはどうかということでございます。 

 電気通信役務利用者情報の詳細につきましては、17ページのところにどのような情報か

ということを書かせていただいておりますけれども、個々の通信に関する情報であるとか、

通信サービスの利用者に関する情報ということで、利用者から提供された情報、また通信

サービスを提供する中で取得した情報と、知り得た情報ということで書かせていただいて

おります。 

 こちらは、電気通信事業ガイドラインの解説におきまして、電気通信役務利用者情報保

護管理責任者の設置を通じて、どのような措置を取るべきかということについても、解説

で追記をしてはどうかということでございます。 

 それから、18ページでございます。こちらがプライバシーポリシーの内容のところでご

ざいますが、こちらについても、電気通信事業者が、電気通信役務利用者情報の適切な取

扱いを確保する上での考え方や方針として、プライバシーポリシーを定め、これを公表す

ることが適切という形で、ガイドラインにおいて規定してはどうかということでございま

す。 

 このプライバシーポリシーに記載することが望ましい項目といたしましては、現行の電

気通信事業ガイドラインに記載されている項目につきまして、スマートフォン プライバ

シー イニシアティブ（SPI）を踏まえた８項目に関する事項、デジタル広告市場の競争
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評価、最終報告書を踏まえた事項などを整理した形で記載してはどうかということでござ

います。 

 具体的には、この黄色い箱のところにございますように、(b)の(ⅰ)から(ⅷ)までがSPI

を踏まえた８項目ということでございまして、そこに(ⅸ)として、オプトアウトなどの提

供状況のような利用者の選択の機会の内容、またデータポータビリティーに係る事項とい

うのを記載して、更に委託に関する事項について書いてはどうかということでございます。 

 それから、19ページでございます。こちらはプライバシーポリシーの策定・公表のとこ

ろに、利用者にとって分かりやすく示すことが適切であるという旨を電気通信事業ガイド

ライン上にも記載してはどうかと。また、解説において、電気通信事業者、利用者が、こ

れを理解した上で、自らの判断により選択の機会を行使することができるように分かりや

すくこれを示すことが望ましいということを記載してはどうかということで、(※１)から

(※３)までにございますが、まず分かりやすい表示の工夫ということで事例を示し、また、

利用者が自ら内容を理解し選択する上で有用な工夫ということで事例を示し、また、(※

３)のところでございますが、必要に応じてユーザーテスト実施、アドバイザリーボード

や諮問委員会の設置、ステークホルダーとの対話が有用であることを記載してはどうかと

いう案でございます。 

 それから20ページでございますが、アプリケーションソフトウエアに係るプライバシー

ポリシーにつきましては、基本的にSPIの８項目でございますので、大きく変わりません

が、先ほど御説明した、利用者の選択の機会の内容、オプトアウトの話、データポータビ

リティーの事項、委託に関する事項についても、SPI８項目に追記をしてはどうかという

ことでございます。 

 それから⑤でございますが、位置情報の部分でございます。位置情報については、先ほ

ど述べたような電気通信役務利用者情報と位置づけられ、その適切な取扱いを確保する観

点から、電気通信役務利用者情報保護管理責任者を置くとともに、プライバシーポリシー

を更に公表することが適切であるということで、規定のリンクがきちん取れるように記載

をしてはどうかということでございます。 

 最後、⑥モニタリングでございますが、こちらについて、ガイドラインの見直しに必要

な限度でガイドラインの遵守状況や電気通信役務利用者情報の取扱いについて定期的にモ

ニタリングを行うという旨を規定してはどうかということで、モニタリングの具体的な項

目につきまして解説として記載してはどうかということでございます。 
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 最後、21ページでございますが、通信の秘密に係る記載の明確化についても、この際一

緒に行ってはどうかということで、大きく３つございます。１つ目が、通信当事者の同意

についてです。プラットフォームサービス研究会でも御報告した「同意取得の在り方に関

する参照文書」にも言及しつつ追記してはどうかということでございます。それから２つ

目が、この通信の秘密に係る個人情報の例外ということで、違法性阻却事由について一定

の考え方を追記してはどうかというものでございます。３つ目が、が委託先の部分でござ

いまして、委託先に情報を渡せるのは、通信当事者の同意または違法性阻却事由がなけれ

ばできないということを追記してはどうかということでございます。 

 22ページ、本人の同意のところでございます。基本的には原則、通信当事者の個別具体

的かつ明確な同意がなければ、有効な同意を取得したとは言えないということを明記する

ということで、「個別具体的」にはということについて説明をした上で、詳細は、「同意

取得の在り方に関する参照文書」を参照という形で書いてはどうかということでございま

す。 

 また、例外的に、契約約款による包括的な同意であっても、オプトアウトなどの一定の

条件を満たせば、有効な同意と認められる場合があるということで、事例として、この匿

名化された位置情報の利用に係る規定であるとか、また、ここの(※)に書かれております

ような、過去、迷惑メールやミニメール、サイバー攻撃の関係で取りまとめた内容につい

て解説で言及してはどうかということでございます。 

 23ページでございますが、こちらにつきましては、正当業務行為として、過去整理され

たもの、緊急避難として過去整理されたものにつきまして、その内容について簡単に解説

において言及してはどうかといったような内容でございます。 

 非常に駆け足で恐縮ですが、説明は以上です。ありがとうございます。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。それでは、傍聴の方も含めまして、申し訳ござ

いませんが、大体10分ぐらいお時間をいただいて、構成員の皆様から、ただいま御説明い

ただきましたガイドライン改正骨子（案）について御質問、御意見をいただければと思い

ます。チャット欄でお知らせいただければと思います。 

 まずは佐藤先生、お願いいたします。 

【佐藤構成員】  国立情報学研究所の佐藤でございます。コメントを手短に言わせてい

ただきます。ページ番号順に申し上げますと、９ページの個人関連情報のところでござい

ますが、例示を位置情報にするというのはよいかと思うのですが、16ページのところの電
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気通信役務利用者情報と非常に関わるところで、こちらはかなり広く対象を見ているとこ

ろがありますので、９ページのところの位置情報に限らず、16ページとの関係性で、事例

を広く選んでいただいたほうがいいのかと思っております。 

 それと、11ページの仮名加工情報と関わるところでございますが、令和２年の個人情報

保護法改正に関して言うと、比較的厳格化されたところが多いのですが、一方で、仮名加

工情報など、非常に利活用に振ったところもあります。そうした部分というのは、電気通

信事業者においては、いろいろ問題が出てくるケースもあると思いますので、特に規制が

緩まった部分に関しては問題が起きないのかというのは、よく御検討いただいたほうがよ

いと思っております。 

 最後、あとこれはお願いですけども、19ページのところ、プライバシーポリシーのお話

があって、分かりやすい表示の工夫というところがあったところです。総務省の消費者行

政第二課と、経済産業省の情報経済課で、御存じのように「プライバシーガバナンスガイ

ドブック」というのをまとめさせていただいたところでございますので、そこにも言及し

ていただけるとよいのではないかと思っております。以上でございます。 

【宍戸主査】  佐藤先生、ありがとうございます。それでは、続きまして寺田さん、お

願いいたします。 

【寺田構成員】  よろしくお願いします。JIPDEC、寺田です。非常に意欲的で、今後の

デジタルトランスフォーメーションの在り方を示唆するものとして重要なものだと思って

います。その一方で、まず事業者視点で２点ほど意見します。１つ目は、対象者です。端

末の利用者情報、利用者サービス提供者というものが対象になるということをもう少し強

調していただいたほうがいいのではないかと思います。この電気通信事業ガイドラインを

見る方が通信事業者に偏ってしまう可能性があるので、その辺をもう少し明確化していた

だきたいです。 

 ２点目は、個人情報保護法の範囲を超える部分というものが今回非常に大きくなってい

るので、この辺りを整理していただきたいということです。一つは報告に関しても必要と

なる場合の要件が異なっており、総務省だけに報告する内容が分かれているところがある

ので、この辺りであったり、あとはプライバシーポリシーも、個人情報保護法における公

表事項とも異なっており、データポータビリティーが入っていたりということで、どのよ

うな場合にそれが必要なのかというような整理というのを分かりやすくとか、作っていた

だければ思います。 
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 もう１点気になったところとして、６ページのの利用目的のところですが、ここでプロ

ファイリングによっての要配慮個人情報の取扱いが推知ということになっているので、こ

の辺りの取扱いに関して意見します。不利益や差別となるのは必ずしも要配慮個人情報だ

けではないと思っています。例えばアメリカでは、不動産では地域や年収によって差別と

してはいけないようなものがあり、要配慮個人情報だけにプロファイリングを使った場合

に規制をかけるというか、注視せよというよりも、不正利用の禁止として、このようなプ

ロファイリングの場合に、どういった目的で使うのかということに関して、気をつけるよ

うにといった方向性でまとめられたほうがいいのではないかとは思いました。以上になり

ます。 

【宍戸主査】  ありがとうございました。次に沢田構成員、お願いいたします。 

【沢田構成員】  ありがとうございます。詳細に御検討いただきまして、非常に前向き

な中身と思います。私も今、寺田さんがおっしゃったように、対象範囲と実効性の点が気

になっておりましたが、それは後日の検討になるのかもしれませんので、中身の話をいた

します。その内容も寺田さんとかぶってしまうのですが、６ページです。プロファイリン

グのところで、不正利用の禁止という観点ももちろんあるんですが、私はユーザーとして

教えてほしいことがもう少しあると思っています。 

 要配慮個人情報に該当するような個人情報を作り出す場合に限らず、本人から得た情報

から、行動・関心等の情報を分析することによって、その分析結果を基に広告を出すとい

うことをもっとはっきり書いてほしいということです。同意を求めるという話ではなく、

利用目的の特定のところで、もっと具体的に、例えば先ほど事業者様から、アクセスした

だけでどんな属性の人かを推知してしまうというお話がありましたが、そのようなことを

するならすると書いてほしいということです。 

 ただ、それはファーストパーティーとして情報を取得している事業者自身がやっている

のではないかもしれないので、利用目的として書くのは難しいのかもしれませんが、ユー

ザーとしては知りたい情報ということで述べました。以上です。ありがとうございます。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。それでは森先生、お願いします。 

【森構成員】  ありがとうございます。全体として非常にしっかり御検討いただいて、

優れたガイドラインの改正になると思います。私は方向性として１点ですけれども、15ペ

ージを見ていただくと分かりやすいと思うんですが、まず、先ほど佐藤先生からも御指摘

がありました電気通信役務利用者情報、これを個人情報に限らずというふうにしていただ
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いたのは非常に適切なことで、それによってその横出しの部分のカバーがしっかり広くな

っていると思います。 

 その上で⑤の位置情報のところを見ていただきますと、「位置情報は電気通信役務利用

者情報と位置づけられるということ、適切な取扱いを確保する観点からこれこれが適切」

ということですけれども、電気通信役務利用者情報というのは非常に広い、しっかりカバ

ーするべきものをカバーしようということですが、その位置情報のガイドラインにおける

位置づけというのは、どちらかというと通信の秘密に該当する場合もあって、特に高度な

保護の要請を持っているということが、これまでも書かれていましたので、そのような意

味では、その上乗せの上の部分があるわけでして、「電気通信役務利用者情報と位置づけ

られる」と書くだけでいいのかということは疑問です。 

 おそらく、通信関連プライバシーに関する説明が冒頭にあり、それは電気通信事業ガイ

ドラインではなく法改正で対応するという、その御方針かというふうに思いますが、前回

の取りまとめにおいて、通信の秘密ではないけれども、その通信関連プライバシーとして

特に保護を要するものがあるということがはっきりしましたので、それは上乗せの原理と

して使えると思います。 

 典型的には、位置情報や、パブリックDMPのデータのようなものはそこに入ってくるか

と思いますので、電気通信事業ガイドラインでも、通信関連プライバシーという言葉を使

うことを避けずに、特にその位置情報のような高い保護を要するものについては、その通

信の秘密に該当するものの場合がある、そうでなくても通信関連プライバシーであるとい

うことで、保護の必要性を書いていっていただくのがいいのではないかと思いました。 

 位置情報を例えで御説明しましたが、通信関連プライバシーの話が電気通信事業ガイド

ラインに入ってくるべきじゃないかということです。以上です。 

【宍戸主査】  森先生、ありがとうございました。次に高橋構成員、お願いします。 

【高橋構成員】  ６ページの利用目的のところでコメントがあります。この趣旨には賛

同しますけれども、書き方は工夫したほうがいいと思います。ここで色々と議論になって

いますが、少なくともこで書かれているのは、要配慮個人情報を分析によって指摘して、

報告に用いるのはまずいというものです。それに関しては確かにそうだと思うのですが、

プロファイリングの書き方については注意したほうがいいと思います。 

 それで、プロファイリングに関して言えば、本腰を入れて、規制を含めて検討が必要だ

と思います。そのため、これは利用目的のところでぐいぐい書き進めていくのはもう無理
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があるのかと思っています。個人情報保護法との関係もあると思いますが、実効的な記述

のために、プロファイリングだけ別に項目を立てて書くべきだというふうに思っています。

GDPRでは、プロファイリングというのは、利用目的というよりは、その上位概念的に透明

性というようなことで整理されていると思います。沢田さんの話もそういうことだったの

かと思います。 

 また、今回の案はそのプロファイリングの定義が不明確なので、何かいろいろなプロフ

ァイリングに対してプラスマイナスの影響があるかと思っています。 

 それから、ここに関連する別論点として、プロファイリングによる要配慮個人情報の取

得というものの定義と、あと規制根拠がきちんと分からないので、丁寧に議論はしたほう

がいいのではないかと思います。以上です。 

 それであと１点、位置情報に関してですが、森さんからあったとおり、電気通信役務と

いうことの整理で、上乗せという話があったんですけども、位置情報は範囲が広いので、

下側のカジュアルなものに対しての実効的な記述ということも考えたほうがいいと思いま

す。太田さんが位置情報プライバシーレポートは古いから書き直せというコメントをいた

だいていますけども、それを含めてよく考えたほうがいいと思います。以上、１点プラス

位置情報でした。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。次に古谷構成員、お願いします。 

【古谷構成員】  ありがとうございます。古谷です。私からは２点、質問というか意見

を申し上げたいと思います。 

 まず、モニタリングですけれども、実効性の確保ということを考えたときには、モニタ

リング自体はいいと思うのですが、その結果の報告も併せてしないといけないのではない

かなと思っています。 

 ２点目ですけれども、プライバシーポリシーで分かりやすくというところで、具体的に

内容を示していただいたのはよかったと思うんですけれども、事業者側の分かりやすくと

いったときの認識が、自分たちのやっていることを理解してもらうというところに何か主

眼があるような気がいたします。むしろ利用者にとって、受益者としての存在ではなく、

選択したりコントロールしたりする存在として分かりやすくといったようなことも加味し

た形で、分かりやすくといったところを付け加えて書いていただくと、よりいいのではな

いかと思いました。以上です。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。太田委員からは、プライバシーポリシーへの記
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載事項、それからずっとお話がありましたけど、位置情報、それからモニタリングについ

てもチャット欄でコメントをいただいております。これも次回しっかり整理しておきたい

と思います。 

 それでは小林構成員、お願いいたします。 

【小林構成員】  ありがとうございます。３点ほど手短にお伝えします。16ページ、電

気通信役務利用者情報保護管理責任者、こちらのように範囲を広げるというのは賛成です

が、佐藤先生がおっしゃられた「プライバシーガバナンスガイドブック」において、この

責任者というものの紹介というか、これをどのように位置づけるかというのは悩まれるの

ではないかと思います。プライバシーマークの規格のJIS規格においても役員クラスが望

ましいとされていましたし、この責任者の、実はどのクラスの方が担うかというのまで踏

み込むのか踏み込まないのか、そこもぜひ検討いただきたいです。個人的には、役員クラ

スが望ましいというのが皆さんの共通認識ではないかと思っております。 

 それから18ページ、プライバシーポリシーへの記載事項になります。ここでガイドライ

ンに定める事項のローマ数字の５番のところの後半に「利用者関与の方法」というのがあ

ります。それとは別に、９番「利用者の選択の機会の内容」というところがあります。こ

こが若干かぶるように思います。当然５番は、同意に係る利用者関与の部分だとは思い、

９番は多分請求権に近いようなお話が並んでくるものだと思うんですが、５番は同意等に

整理してしまって、９番に利用者関与、選択、オプトアウトとか、そういったところを寄

せてしまってもいいのではないかと思います。 

 データポータビリティーに係る事項を入れるというのは、この分野としては非常に好ま

しいのかと思いますので、デジタル市場競争会議の結果も踏まえて、しっかり書き込んで

いただきたいと思います。 

 最後に３点目、これは皆さんも出ていますけど、20ページの位置情報です。私は何度も

ワーキンググループでヒアリングした際に、通信関連プライバシーということで、モバイ

ル端末から取得するものの中には、実はコンビニの決済情報等も位置情報として使ってお

り、これは通信履歴であっても、基地局のデータとは違うのですが、事業者としてはかな

り類似のカテゴリーとして使えるデータであり、このようなものを、電気通信事業ガイド

ラインで取り扱うのが難しいのであれば、外出しして位置情報というものを取りまとめ、

検討してしまうというのもいいのかと思いました。以上３点でございます。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。それでは石井先生、お願いいたします。 
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【石井構成員】  ありがとうございます。私は１点だけです。プロファイリングのとこ

ろで、御意見がいろいろあったところですけれども、利用目的の特定のところで引っかけ

られるのかというところが気になります。それから、他方、不適正利用の禁止に入れると

なると、広告のセグメント情報として広告配信その他の行為に用いること自体を不適正利

用に引っかけるのは難しい、現状の解釈だと難しいという面がある気がします。 

 これは、書きぶりをどうするかというところも含めて、丁寧に検討してみる必要がある

かと思った次第です。プロファイリングについては、高橋さんからも御指摘があったとこ

ろですが、GDPRだと透明性、異議申立て、不利益判断に服さないと、その３点セットの規

定がある中で、日本の電気通信事業ガイドラインの中にどのような形で入れるかというこ

とを検討してみるというのがよろしいかと思います。私も透明性のところに焦点を置いて

みるということが望ましいかと現状では考えています。以上です。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。最後に、お待たせしました。生貝先生、お願い

いたします。 

【生貝構成員】  ありがとうございます。１点目はまさに、プロファイリングに関して

は高橋先生、石井先生がおっしゃっていただいたとおりのことだと感じています。ぜひこ

の際に挿入していただくことは非常に望ましく、そういった中でロジックの透明性であり

ますとか、あるいはレコメンデーションとの関わりですとか、様々議論する価値があるの

だろうと考えています。 

 ２点目は、データポータビリティーをここで触れていただくのは非常に望ましいかと思

います。もしかするとむしろポータビリティーは個人情報保護法本体よりもこちらのほう

が合っている部分もあるかもしれないので、ぜひ様々な検討がされるといいと思います。

よろしくお願いいたします。 

【宍戸主査】  ありがとうございました。一通り構成員の皆様から、電気通信事業ガイ

ドラインの改正について、基本的にはこの方向性と同時に、位置情報の扱い、プロファイ

リングの扱い、それからプライバシーポリシーで書くべきことや新しく示された概念であ

る電気通信役務利用者情報保護管理責任者について法改正の議論とも並行しながら的確に

書いていくということを御指摘いただいたかと思います。 

 森先生から、プロファイリングについては、利用目的の中に位置づけられている、個人

情報保護委員会の改正Q&Aの中に記載があるという御指摘もチャット欄でいただきました

けれども、そのような個人情報保護法、個人情報保護委員会ガイドラインと、それからこ



 －47－ 

の電気通信事業分野の特性を見据えながら、様々議論していくことになろうかと思います。 

 事務局から、何か特にございますか。 

【小川消費者行政第二課長】  事務局の小川でございます。大変貴重なコメントをいた

だきまして、ありがとうございます。全部のコメントをするのは難しいところですが、基

本的に通信関連プライバシーという中間とりまとめでいただいたものについて、できる限

り法改正を行う前の段階においても、ガイドラインで反映できるようにと検討したところ

でございまして、言葉として「電気通信役務利用者情報」という言葉を使っておりますが、

「通信関連プライバシー」で押さえようとしていた情報について、幅広くカバーできるよ

うな形で作ったつもりでございますが、そのような形で読んでいただければ大変ありがた

く思っております。 

 プロファイリングのところについては、御指摘を多数いただきましたけども、こちらに

ついては、個人情報保護委員会ガイドラインとの整合性も取っていく必要があると考えて

おりまして、利用目的の中で書ける範囲で書いているというところでございますが、また

御意見も踏まえて、可能な範囲で検討してまいりたいと思っております。 

 また、プライバシーポリシーのところの記載などについては、御指摘も踏まえて、検討

をしてまいりたいと思っております。 

 多数いただきましたので、また整理して、御相談してまいりたいと思います。以上でご

ざいます。 

【宍戸主査】  ありがとうございました。まず、この後半で構成員の皆様からいただい

た御意見については、一回事務局で全部書き出して整理をしていただいて、それにどのよ

うに対応するかついてもお考えを示していただくということで具体化を図ることを次回会

合以降できればいいのではないかと思っております。 

 それから重ねて申しますと、本日ヒアリングをさせていただきましたJIAA様、それから

インティメート・マージャー様、LiveRamp Japan様への御質問について、今日チャット欄

でいただいたものも含めて、あるいはその後、構成員の皆様でお考えになったものを事務

局にお寄せいただき、それを取りまとめてお送りいただくことといたします。それで御回

答いただいて、また次回共有させていただくということにさせていただければと思います。 

 その他、事務局から連絡事項がありましたらお願いいたします。 

【丸山消費者行政第二課課長補佐】  事務局です。活発な御議論いただき、ありがとう

ございました。次回会合につきましては、別途事務局から御案内させていただきます。事



 －48－ 

務局からは以上です。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。これにて、ようやくでございますが、本日の議

事は全て終了しました。以上で「プラットフォームサービスに関する研究会 プラットフ

ォームサービスに係る利用者情報の取扱いに関するワーキンググループ」第７回会合を終

了とさせていただきます。 

 皆様、お忙しい中御出席いただき、誠にありがとうございました。これにて散会といた

します。 

 


